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ロ．再処理施設の一般構造

(７) その他の主要な構造

  (ⅰ) 安全機能を有する施設 

(s) 通信連絡設備

通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備，所内データ伝送

設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備から構成する。 

再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，再処

理事業所内の各所の者への必要な操作，作業又は退避の指示等の連

絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及び音声等により行

うことができる設備として，警報装置及び有線回線又は無線回線に

よる通信方式の多様性を確保した所内通信連絡設備を設ける設計と

する。 

また，緊急時対策所へ事故状態等の把握に必要なデータを伝送で

きる設備として，所内データ伝送設備を設ける設計とする。 

再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，国，

地方公共団体，その他関係機関等の必要箇所へ事故に係る通信連絡

を音声等により行うことができる設備として，所外通信連絡設備を

設ける設計とする。 

また，再処理事業所内から事業所外の緊急時対策支援システム

（ＥＲＳＳ）へ必要なデータを伝送できる設備として，所外データ

伝送設備を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備については，有線回線，

無線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の専

用通信回線に接続し，輻輳等による制限を受けることなく常時使用

可能な設計とする。 
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これらの通信連絡設備については，非常用所内電源系統，無停電

電源に接続又は蓄電池を内蔵することにより，外部電源が期待でき

ない場合でも動作可能な設計とする。 

再処理事業所には，重大事故等が発生した場合において再処理事

業所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うため

に必要な設備（代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）か

らの給電を可能とした設備）として，代替通信連絡設備を設ける設

計とする。 
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 リ．その他再処理設備の附属施設の構造及び設備 

  (４) その他の主要な事項 

(ⅹ) 通信連絡設備 

    通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備，所内データ伝送設

備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備から構成する。 

    再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，制御室

等から再処理事業所内の各所の者への必要な操作，作業又は退避の指

示等の連絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及び音声等に

より行うことができる設備として，ページング装置（警報装置を含む。），

所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリの有線

回線又は無線回線による通信方式の多様性を確保した所内通信連絡設

備を設ける設計とする。また，緊急時対策所へ事故状態等の把握に必

要なデータを伝送できる所内データ伝送設備として，プロセスデータ

伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を

設ける設計とする。 

    警報装置，所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備については，

非常用所内電源系統，無停電電源に接続又は蓄電池を内蔵することに

より，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

    再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，国，地

方公共団体，その他関係機関等の必要箇所へ事故に係る通信連絡を音

声等により行うことができる設備として，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力

防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリの所外通信連絡設備を設ける設計とす

る。また，再処理事業所内から事業所外の緊急時対策支援システム（Ｅ

7



 

ＲＳＳ）へ必要なデータを伝送できる所外データ伝送設備として，デ

ータ伝送設備を設ける設計とする。 

    所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備については，有線回線，

無線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の専用

通信回線に接続し，輻輳等による制限を受けることなく常時使用でき

る設計とする。 

    所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備については，非常用所内

電源系統，無停電電源に接続又は蓄電池を内蔵することにより，外部

電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

    所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話は，廃棄物管

理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

    所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びフ

ァクシミリは，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

    共用する所内通信連絡設備及び所外通信連絡設備は，共用によって

再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

    制御室等は，「ヘ．（４）（ⅰ） 制御室等」に，電気設備は，「リ．（１）（ⅰ） 

電気設備」に，緊急時対策所は，「リ．（４）（ⅸ）（ｆ） 通信連絡設備」に記

載する。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信連

絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために，通信連絡設備及び

代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

    通信連絡設備は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通

信連絡設備及び所外データ伝送設備で構成する。 
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    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラ

メータを再処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連

絡設備，所内データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とす

る。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

代替通話系統を設置する。 

    緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「ヘ．（４）（ⅰ）（ａ） 計測制御装置」の情報把握計装

設備の一部である情報把握計装設備用屋内伝送系統等を設置する。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋

内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）

を配備する。 

    緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「ヘ．（４）（ⅰ）（ａ） 計測制御装置」の情報把握計装

設備の一部である前処理建屋可搬型情報収集装置等，「チ．（２）（ⅱ） 放

射線監視設備」の一部及び「チ．（２）（ⅲ） 環境管理設備」の一部を配備

する。 

    設計基準対象の施設と兼用する所内通信連絡設備のページング装置，

所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設

重大事故等対処設備として位置付ける。 
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    また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセ

スデータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合

防災盤を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

    代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，可

搬型通話装置を接続して使用可能な設計とする。 

    可搬型通話装置は，制御建屋及び外部保管エリアに保管する設計と

する。 

    可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型

衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋及び外部保管エリア

に保管する設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，

ハンドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続

することにより，屋内で使用できる設計とする。 

    可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型

衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で

動作可能な設計とする。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬

型トランシーバ（屋内用）は，「リ．（１）（ⅰ）（ｂ）（ロ）１） 代替電源設備」の

制御建屋可搬型発電機等又は「リ．（４）（ⅸ）（ｇ） 緊急時対策建屋電源設備」

の緊急時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

    乾電池を用いるものについては７日間以上継続して通話ができる設

計とする。また，充電池を用いるものについては，「リ．（１）（ⅰ）（ｂ）（ロ）１） 
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代替電源設備」の制御建屋可搬型発電機等又は「リ．（４）（ⅸ）（ｇ） 緊急時

対策建屋電源設備」の緊急時対策建屋用発電機にて充電，又は受電す

ることで７日間以上継続して通話ができる設計とする。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラ

メータを再処理事業所外の必要な場所で共有するために，所外通信連

絡設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とす

る。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデ

ータ伝送設備を設置する。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を配備する。 

    設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般

携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備

として位置付ける。 

    設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設

備を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

    データ伝送設備は，緊急時対策建屋に設ける設計とする。 
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    可搬型衛星電話（屋内用）は，緊急時対策建屋及び外部保管エリア

に保管する設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋外用）は，制御建屋及び外部保管エリアに保管

する設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備

し，屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用でき

る設計とする。 

    統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，

緊急時対策建屋に設ける設計とする。 

    統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及び

データ伝送設備は，「リ．（４）（ⅸ）（ｇ） 緊急時対策建屋電源設備」の緊急

時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）は，「リ．（４）（ⅸ）（ｇ） 緊急時対策建屋電源

設備」の緊急時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な

設計とする。 

    代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話

（屋外用）は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

    共用する代替通信連絡設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設

における重大事故等対処に同時に対処することを考慮し，同一の端末

を使用すること及び十分な数量を確保することで，共用によって重大
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事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち

一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通

要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，「リ．（４）

（ⅸ）（ｇ） 緊急時対策建屋電源設備」の緊急時対策建屋用発電機からの

給電により使用することで，電源設備に対して多様性を有する設計と

する。 

また，代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電

話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネッ

トワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備

のうち一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリ

と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

有線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通信

回線に接続することで，通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，所内通信連絡設備のうち

ページング装置及び所内携帯電話と共通要因によって同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，当該設備と異なる系統構成で使用す

ることにより，独立性を有する設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所

外データ伝送設備は，自然現象，外部人為事象，溢水，化学薬品漏え

い，火災及び内部発生飛散物に対して代替設備による機能の確保，修

理等の対応，使用済燃料の再処理の停止等により重大事故等に対処す

るための機能を損なわない設計とする。 
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代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備及び所内データ伝送設

備と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

「リ．（１）（ⅰ）（ｂ）（ロ）１） 代替電源設備」の制御建屋可搬型発電機並びに使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，「リ．（４）（ⅸ）（ｇ） 緊

急時対策建屋電源設備」の緊急時対策建屋用発電機，充電池又は乾電

池からの給電により使用することで，電源設備に対して多様性を有す

る設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星

電話（屋外用）は，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備又は代

替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備と共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，「リ．（４）（ⅸ）（ｇ） 緊急時対策建屋電

源設備」の緊急時対策建屋用発電機又は充電池からの給電により使用

することで，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及

び可搬型トランシーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備，所内データ

伝送設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備と共通要因によ

って同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線，無線

回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通信回線

に接続することで，通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），
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可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷の防止が図ら

れた前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，

制御建屋，緊急時対策建屋又は外部保管エリア内の，所内通信連絡設

備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備

と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，前処理建屋，分離

建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液

ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，ユーティリティ建屋，

低レベル廃棄物処理建屋，制御建屋又は緊急時対策建屋と異なる場所

に保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい及び内部発生飛散物に対して代替通

信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型

トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トラン

シーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外

通信連絡設備及び所外データ伝送設備と同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，可能な限り位置的分散を図る。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，重大事故等発生前（通常

時）の分離された状態から可搬型通話装置の接続により重大事故等対

処設備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。  

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，安全機能を有する施設と

して使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用す
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ることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替通話系統は，複数のアクセスルートで使用できるよう２系統を

複数のアクセスルートに確保する。 

所内データ伝送設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備の

うちデータ伝送設備は，計測等を行ったパラメータを再処理事業所外

の必要な場所に必要なデータ量を伝送することができる設計とする。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する統合原子力

防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，再処理事業

所外等の通信連絡をする必要のある箇所と通信連絡を行うために必要

となる個数として，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話は１台，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸは１台，統合原子力防災ネッ

トワークＴＶ会議システムは１台を有する設計とする。統合原子力防

災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ

及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，再処理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の端末を使

用する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置の保有数は，必要数として

120台，予備として故障時のバックアップを120台の合計240台以上を確

保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数として13台，予備として故障

時のバックアップを13台の合計26台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型トランシーバ（屋内用）の保有数は，

必要数として８台，予備として故障時のバックアップを８台の合計16
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台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数として29台，予備として故障

時のバックアップを29台の合計58台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型トランシーバ（屋外用）の保有数は，

必要数として39台，予備として故障時のバックアップを39台の合計78

台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業

所外への通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保有数は，必

要数として３台，予備として故障時のバックアップを３台の合計６台

以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業

所外への通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保有数は，必

要数として１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台

以上を確保する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処

理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の

端末を使用する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力

防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，「ロ．

(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備のうち専用回線電話，一般加入電話及びファクシ

ミリ，所内データ伝送設備並びに代替通信連絡設備のうち代替通話系
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統，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワ

ークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及

びデータ伝送設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理

建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高

レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋

及び緊急時対策所に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設

計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷を防止できる

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制

御建屋，緊急時対策所及び外部保管エリアに保管し，風（台風）等に

より機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，「ロ．(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ) 地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。 

可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋

内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）

は，内部発生飛散物の影響を考慮し，内部発生飛散物の影響を受けな

い前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，

制御建屋，緊急時対策所及び外部保管エリアに保管することにより，
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機能を損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外

データ伝送設備及び代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワ

ークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子

力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，想定さ

れる重大事故等が発生した場合においても操作に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない場所の選定又は遮蔽設備を有する中

央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急

時対策所で操作可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置は，想定される重大事故等

が発生した場合においても代替通話系統との接続に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない設置場所の選定により，当該設備の

代替通話系統との接続が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，可搬型通話装置を接続し

て使用する設備であり，当該設備同士の接続は，簡便なコネクタ接続

に統一することにより，現場での接続が可能な設計とする。  

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トラ

ンシーバ（屋内用）における機器同士の接続は，簡便なコネクタ接続

に統一することにより，現場での接続が可能な設計とする。 

    通信連絡設備及び代替通信連絡設備の一覧を以下に示す。 

   (ａ) 所内通信連絡設備 

     ページング装置（警報装置を含む。） 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用）１式 

  所内携帯電話 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用）１式 
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  専用回線電話                 １式 

     一般加入電話                 １式 

  ファクシミリ                 １式 

   (ｂ) 所内データ伝送設備 

  プロセスデータ伝送サーバ           １式 

  放射線管理用計算機              １式 

  環境中継サーバ                １式 

  総合防災盤                  １式 

   (ｃ) 所外通信連絡設備 

     統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

  統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

  統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

  一般加入電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

  一般携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

  衛星携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

  ファクシミリ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

(ｄ) 所外データ伝送設備 

     データ伝送設備                １式 

(ｅ) 代替通信連絡設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

代替通話系統                 １式 
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     統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼

用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）        １式 

     統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設

と兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）      １式 

     統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の

施設と兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）    １式 

     データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用）  １式 

   ［可搬型重大事故等対処設備］ 

     可搬型通話装置                １式 

     可搬型衛星電話（屋内用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

     可搬型トランシーバ（屋内用）         １式 

     可搬型衛星電話（屋外用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

     可搬型トランシーバ（屋外用）         １式 
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1.9.47 通信連絡を行うために必要な設備 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第四十七条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合において当

該再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行うために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「再処理施設の内外の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる

措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とすること。 

 

適合のための設計方針 

再処理事業所には，重大事故等が発生した場合において再処理事業

所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な設備として，通信連絡設備及び代替通信連絡設備を設ける設計と

する。 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電池等の予備電源設備を含

む。）からの給電を可能とした設計とする。 
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添付書類六の下記項目参照 

1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計 

9. その他再処理設備の附属施設 

添付書類八の下記項目参照 

  5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な 

措置を実施するために必要な技術的能力 

25



9.17.2 重大事故等対処設備 

9.17.2.1 概  要 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために，通信連絡設備及び代替通信連

絡設備を設ける設計とする。 

通信連絡設備は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備で構成する。 

代替通信連絡設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

通信連絡設備及び代替通信連絡設備の系統概要図を第9.17.2－１図及

び第9.17.2－２図に示す。 

また，代替通信連絡設備の機器配置図を第9.17.2－３図～第9.17.2－36

図に示す。 
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9.17.2.2 設計方針 

 (１) 通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメ

ータを再処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連絡設

備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び

代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

所内通信連絡設備として，ページング装置，所内携帯電話，専用回線

電話，一般加入電話及びファクシミリを設ける設計とする。 

所内データ伝送設備として，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理

用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備として，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，専用回線電話及びフ

ァクシミリを設ける設計とする。 

所外データ伝送設備として，データ伝送サーバを設ける設計とする。 

代替通信連絡設備として，代替通話系統，可搬型通話装置，可搬型衛

星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋

外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用），統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を設ける設計と

する。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備は，有線回線，無線回線又

は衛星回線による通信回線の多様性を確保した専用通信回線に接続す

ることで，輻輳等による制限を受けることのない設計とする。 
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代替通信連絡設備は，代替電源設備（充電池含む。）からの給電が可

能な設計とする。 

 (２) 多様性，位置的分散 

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(１) 多様性，位置

的分散，悪影響防止等」の「ａ．多様性，位置的分散」に示す基本方針

を踏まえ以下のとおり設計する。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち一般加

入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因によ

って同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，「9.16.2.3 主要

設備の仕様」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋用発電機から

の給電により使用することで，電源設備に対して多様性を有する設計と

する。 

また，代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち一

般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因

によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線又は

衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通信回線に接続す

ることで，通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，所内通信連絡設備のうちペ

ージング装置及び所内携帯電話と共通要因によって同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，当該設備と異なる系統構成で使用するこ

とにより，独立性を有する設計とする。 

28



所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外

データ伝送設備は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備によ

る機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備

と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

「9.2.2.3 主要設備の仕様」の電気設備の一部である制御建屋可搬型

発電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，

「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策所の一部である緊急時対策

建屋用発電機，充電池又は乾電池からの給電により使用することで，電

源設備に対して多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電

話（屋外用）は，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備又は代替通

信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防

災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステム及びデータ伝送設備と共通要因によって同時にその機能が損な

われるおそれがないよう，「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策

所の一部である緊急時対策建屋用発電機又は充電池からの給電により

使用することで，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び

可搬型トランシーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備，所内データ伝送

設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備と共通要因によって同

時にその機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線，無線回線又は
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衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通信回線に接続す

ることで，通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御

建屋，緊急時対策建屋又は外部保管エリア内の，所内通信連絡設備，所

内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備と同時に

その機能が損なわれるおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建

屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，ユーティリティ建屋，低レベル廃棄

物処理建屋，制御建屋又は緊急時対策建屋と異なる場所に保管する設計

とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい及び内部発生飛散物に対して代替通信

連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシ

ーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信

連絡設備及び所外データ伝送設備と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

 (３) 悪影響防止 

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(１) 多様性，位置

的分散，悪影響防止等」の「ｂ．悪影響防止」に示す基本方針を踏まえ

以下のとおり設計する。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，重大事故等発生前（通常時）

30



の分離された状態から可搬型通話装置の接続により重大事故等対処設

備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。  

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備は，安全機能を有する施設として使

用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用すること

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 (４) 容量 

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(２) 個数及び容量」

に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

代替通話系統は，複数のアクセスルートで使用できるよう２系統を複

数のアクセスルートに確保する。 

所内データ伝送設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備のう

ちデータ伝送設備は，計測等を行ったパラメータを再処理事業所外の必

要な場所に必要なデータ量を伝送することができる設計とする。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する統合原子力

防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ

及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，再処理事業所外

等の通信連絡をする必要のある箇所と通信連絡を行うために必要とな

る個数として，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話は１台，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸは１台，統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システムは１台を有する設計とする。統合原子力防災ネットワ

ークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子

力防災ネットワークＴＶ会議システムは，再処理施設及びＭＯＸ燃料加
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工施設における重大事故等対処の際，同一の端末を使用する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置の保有数は，必要数として

120台，予備として故障時のバックアップを120台の合計240台以上を確

保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数として13台，予備として故障時

のバックアップを13台の合計26台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型トランシーバ（屋内用）の保有数は，

必要数として８台，予備として故障時のバックアップを８台の合計16台

以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数として29台，予備として故障時

のバックアップを29台の合計58台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型トランシーバ（屋外用）の保有数は，

必要数として39台，予備として故障時のバックアップを39台の合計78台

以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業

所外への通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保有数は，必要

数として３台，予備として故障時のバックアップを３台の合計６台以上

を確保する。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業

所外への通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保有数は，必要

数として１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上

を確保する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理
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施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の端末

を使用する設計とする。 

 (５) 環境条件等 

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(３) 環境条件等」

の「ａ．環境条件」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災

ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，「1.7.18  重大

事故等対処設備に関する設計」の「(５) 地震を要因とする重大事故等に

対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。 

所内通信連絡設備のうち専用回線電話，一般加入電話及びファクシミ

リ，所内データ伝送設備並びに代替通信連絡設備のうち代替通話系統，

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ

伝送設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離

建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋及び緊急時対策

所に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外

データ伝送設備は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備によ

る機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前

33



処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，

高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，

緊急時対策所及び外部保管エリアに保管し，風（台風）等により機能を

損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，「1.7.18  重大事故等対処設備に関する設

計」の「(５) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，内部発生飛散物の影響を考慮し，内部発生

飛散物の影響を受けない前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策所及び外部保管エリアに保管す

ることにより，機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシ

ーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，火山の影響に対して除灰する手順を整備する。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外デ

ータ伝送設備及び代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，想定される重

大事故等が発生した場合においても操作に支障がないように，線量率の

高くなるおそれの少ない場所の選定又は遮蔽設備を有する中央制御室，
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使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策所で

操作可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置は，想定される重大事故等が

発生した場合においても代替通話系統との接続に支障がないように，線

量率の高くなるおそれの少ない設置場所の選定により，当該設備の代替

通話系統との接続が可能な設計とする。 

 (６) 操作性の確保 

「1.7.18  重大事故等対処設備に関する設計」の「 (４) 環境条件等」

の「ａ．操作性の確保」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，可搬型通話装置を接続して

使用する設備であり，当該設備同士の接続は，簡便なコネクタ接続に統

一することにより，現場での接続が可能な設計とする。  

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トラン

シーバ（屋内用）における機器同士の接続は，簡便なコネクタ接続に統

一することにより，現場での接続が可能な設計とする。 
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9.17.2.3 主要設備の仕様 

通信連絡を行うために必要な設備の仕様を第9.17.2－１表，第9.17.2－

２表及び第9.17.2－３表に示す。 
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9.17.2.4 系統構成及び主要設備 

 (１) 再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，代

替通話系統を設置する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設

備の一部である情報把握計装設備用屋内伝送系統を設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可

搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内

用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を

配備する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設

備の一部である前処理建屋可搬型情報収集装置等，「8.2.3 主要設備の

仕様」の代替モニタリング設備の一部及び代替気象観測設備の一部を配

備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所内連絡設備のページング装置，所内

携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重大事

故等対処設備として位置付ける。 

また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセス

データ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災

盤を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルト
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ニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内において，必要

な連絡を行う際に使用するものであり，屋内にあらかじめ敷設してある

ケーブル，接続盤及び接続盤内の接続口で構成される系統である。 

代替通話系統は，常設重大事故等対処設備として前処理建屋，分離建

屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガ

ラス固化建屋に２系統設け，可搬型通話装置を接続して使用可能な設備

である。 

可搬型通話装置は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内で必要な連

絡を行う際に使用するものであり，可搬型通話装置の端末を代替通話系

統に接続することで，代替通話系統を通じて可搬型通話装置の端末間で

通信連絡を行うことができる設備である。 

可搬型通話装置は，可搬型重大事故等対処設備として制御建屋及び外

部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，中央制御室，

緊急時対策所，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに屋

外間で連絡を行う際に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用

いて通信連絡を行う設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，可搬型重大事

故等対処設備として使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対

策建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハ

ンドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設
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及び貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続するこ

とにより，屋内で使用できる設備である。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で動作

可能な設備である。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トラ

ンシーバ（屋内用）は，「9.2.2.3 主要設備の仕様」の電気設備の一部

である制御建屋可搬型発電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設可搬型発電機又は「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策所の

一部である緊急時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な設備である。 

乾電池を用いる設備は，７日間以上継続して通話が可能な設備である。

また，充電池を用いる設備は，「9.2.2.3 主要設備の仕様」の電気設備

の一部である制御建屋可搬型発電機又は「9.16.2.3 主要設備の仕様」

の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋用発電機にて充電，又は受

電することで７日間以上継続して通話が可能な設備である。 

再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等対

処設備として以下の所内通信連絡設備，所内データ伝送設備及び代替通

信連絡設備で構成する。 

 ａ．所内通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

ページング装置（設計基準対象の施設と兼用） 

所内携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

専用回線電話（設計基準対象の施設と兼用） 

一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 
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 ｂ．所内データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

プロセスデータ伝送サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

放射線管理用計算機（設計基準対象の施設と兼用） 

環境中継サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

総合防災盤（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｃ．代替通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

代替通話系統 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型通話装置 

可搬型衛星電話（屋内用） 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

可搬型衛星電話（屋外用） 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必

要なパラメータを再処理事業所内の必要な場所で共有するための通信

設備として，「(１) ａ．所内通信連絡設備」，「(１) ｂ．所内データ伝送

設備」及び「(１) ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一

部である前処理建屋可搬型情報収集装置等，「8.2.3 主要設備の仕様」

の代替モニタリング設備の一部及び代替気象観測設備の一部が配備さ

れるまでは，代替通話系統，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）を使用する。 
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「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一部である前

処理建屋可搬型情報収集装置等，「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニ

タリング設備の一部及び代替気象観測設備の一部が配備された後は，計

測等を行った重大事故等の対処に必要なパラメータを「6.2.5.3 主要

設備及び仕様」の情報把握計装設備の一部である前処理建屋可搬型情報

収集装置等，「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備の一部

及び代替気象観測設備の一部にて共有する。 

 (２) 再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，統

合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝

送設備を設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可

搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統

合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯

電話，衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備として

位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設

備を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，専用
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回線を介して再処理事業所外へ通信連絡を行うために使用するもので

あり，常設重大事故等対処設備として緊急時対策建屋に設置する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うため

に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う

設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，可搬型重大事故等対処設備として，緊

急時対策建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うため

に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う

設備である。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，可搬型重大事故等対処設備として，制

御建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備し，

屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用可能な設備

である。 

データ伝送設備は，再処理事業所外の緊急時対策支援システム（ＥＲ

ＳＳ）へ必要なデータを伝送するための設備であり，常設重大事故等対

処設備として緊急時対策建屋に設置する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデー

タ伝送設備は，「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策所の一部で

ある緊急時対策建屋用発電機から受電することにより動作可能な設備

である。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急

時対策所の一部である緊急時対策建屋用発電機から受電することによ
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り動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な設

備である。 

再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等

対処設備として以下の所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び代替

通信連絡設備で構成する。 

再処理事業所外への通信設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネ

ットワークＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛

星電話（屋外用）は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

 ａ．所外通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用） 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼

用） 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設

と兼用） 

一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

一般携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

衛星携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｂ．所外データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｃ．代替通信連絡設備 
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 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用）

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼

用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設

と兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 (b) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型衛星電話（屋内用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

可搬型衛星電話（屋外用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必

要なパラメータを再処理事業所外の必要な場所で共有する通信設備と

して，「(２)ａ．所外通信連絡設備」，「(２)ｂ．所外データ伝送設備」及び

「(２)ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一

部である前処理建屋可搬型情報収集装置等，「8.2.3 主要設備の仕様」

の代替モニタリング設備の一部及び代替気象観測設備の一部が配備さ

れるまでは，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）

を使用する。 

「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一部である前

処理建屋可搬型情報収集装置等，「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニ

タリング設備の一部及び代替気象観測設備の一部が配備された後は，計

測等を行った重大事故等の対処に必要なパラメータをデータ伝送設備

にて送信し，共有する。 
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9.17.2.5 試験検査 

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(４) 操作性及び試験・

検査性」の「ｂ．試験・検査性」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設

計する。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外デー

タ伝送設備及び代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ

電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネット

ワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，再処理施設の運転中又は

停止中に機能，性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トラ

ンシーバ（屋外用）は，機能，性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内

用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）は，保管数量及び保管状態を定期的に確認する。 

乾電池を用いるものについては，定期的に乾電池を交換する。充電池を

用いるものについては，定期的に充電を行う。 
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表
(
1
)
 

通
信

連
絡

設
備

の
一

覧
 

設
備

名
称

 
主

要
設

備
 

設
置

又
は

保
管
場

所
 

駆
動

電
源

 
通

信
回

線
 

個
数

 

通
信

連
絡

設
備

 

所
内

通
信

連
絡
設

備
 

ペ
ー

ジ
ン

グ
装
置

 

前
処

理
建

屋
 

分
離

建
屋

 
精

製
建

屋
 

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱
硝

建
屋

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 

非
常

用
所

内
電
源

 

無
停

電
交

流
電
源

 

蓄
電

池
 

有
線

 
9
 

所
内

携
帯

電
話

 
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

 
低

レ
ベ

ル
廃

棄
物

処
理

建
屋

 
制

御
建

屋
 

蓄
電

池
 

無
線

 
3
 

専
用

回
線

電
話

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
充

電
池

 
有

線
 

3
 

一
般

加
入

電
話

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

通
信

事
業

者
回
線

か
ら

給
電

 
有

線
 

2
 

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

無
停

電
交

流
電
源

 
有

線
 

2
 

所
内

デ
ー

タ
伝
送

設
備

 

プ
ロ

セ
ス

デ
ー
タ

伝
送

サ
ー

バ
 

制
御

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
 

1
 

放
射

線
管

理
用
計

算
機

 
制

御
建

屋
 

無
停

電
交

流
電
源
 

有
線

 
1
 

環
境

中
継

サ
ー
バ

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

無
線

 
1
 

総
合

防
災

盤
 

制
御

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
 

1
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1
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表
(
2
)
 

通
信

連
絡

設
備

の
一

覧
 

設
備

名
称

 
主

要
設

備
 

設
置

場
所

 
駆

動
電

源
 

通
信

回
線

 
個

数
 

通
信

連
絡

設
備

 
所

外
通

信
連

絡
設

備
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
電

話
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
－

Ｆ
Ａ

Ｘ
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｔ

Ｖ
会

議
シ

ス
テ

ム
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

一
般

加
入

電
話

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 

通
信

事
業

者
回
線

か
ら

給
電

 

有
線

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

6
 

一
般

携
帯

電
話

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
充

電
池

 
無

線
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
 

衛
星

携
帯

電
話

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
4
 

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
 

所
外

デ
ー

タ
伝
送

設
備

 
デ

ー
タ

伝
送

設
備

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
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表
 

代
替

通
信

連
絡

設
備

の
一

覧
 

設
備

名
称

 
主

要
設

備
 

設
置

又
は

保
管
場

所
 

通
信

場
所

 
駆

動
電

源
 

通
信

回
線

 
個

数
(
2
）

 

代
替

通
信

連
絡

設
備

 

代
替

通
話

系
統

 

前
処

理
建

屋
 

分
離

建
屋

 
精

製
建

屋
 

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱
硝

建
屋

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

 

再
処

理
事

業
所
内

 
－

 
有

線
 

2
系

統
 

可
搬

型
通

話
装
置

 
制

御
建

屋
 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 
再

処
理

事
業

所
内

 
乾

電
池

 
有

線
 

2
4
0
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

内
用

）
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 

充
電

池
 

緊
急

時
対

策
建
屋

用
発

電
機

 
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬
型

発
電

機
 

制
御

建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

衛
星

 
（

通
信

事
業

者
回

線
）

 
2
6
 

可
搬

型
ト

ラ
ン
シ

ー
バ

（
屋

内
用
）

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 

充
電

池
 

緊
急

時
対

策
建
屋

用
発

電
機

 
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬
型

発
電

機
 

制
御

建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

無
線

 
1
6
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

外
用

）
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 
充

電
池

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）

 
5
8
 

可
搬

型
ト

ラ
ン
シ

ー
バ

（
屋

外
用
）

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 
充

電
池

 
無

線
 

7
8
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
電

話
(
1
)
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
－

Ｆ
Ａ

Ｘ
(
1
) 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｔ

Ｖ
会

議
シ

ス
テ

ム
(
1
)
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

内
用

）
(
1
)
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

6
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

外
用

）
(
1
)
 

制
御

建
屋

 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 
再

処
理

事
業

所
外

 
充

電
池

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
 

デ
ー

タ
伝

送
設
備

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

注
記

 
(
1
)
の
設

備
は

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

と
共

用
す

る
。

 
(
2
)
の

個
数

は
，

故
障

時
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
を

含
む

。
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第 9.17.2－３表  通信連絡設備及び代替通信連絡設備の主要機

器仕様  

 (１ ) 通信連絡設備  

 ａ．所内通信連絡設備  

   ［常設重大事故等対処設備］  

 (ａ ) ページング装置 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  

 

 (ｂ ) 所内携帯電話 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   無線  

 

 (ｃ ) 専用回線電話 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  

 

 (ｄ ) 一般加入電話 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  

 

 (ｅ ) ファクシミリ (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  

 

 ｂ．所内データ伝送設備  

   ［常設重大事故等対処設備］  

 (ａ ) プロセスデータ伝送サーバ (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  
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 (ｂ ) 放射線管理用計算機 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  

 

 (ｃ ) 環境中継サーバ  (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線，無線  

 

 (ｄ ) 総合防災盤 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線  

 

 ｃ．所外通信連絡設備  

   ［常設重大事故等対処設備］  

 ( ａ )  統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 (設計基準対象の

施設と兼用 ) 

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 ( ｂ )  統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ (設計基準対

象の施設と兼用 )  

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 ( ｃ )  統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム (設計基

準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 (ｄ ) 一般加入電話 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線（通信事業者回線）  
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 (ｅ ) 一般携帯電話 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   無線（通信事業者回線）  

 

 (ｆ ) 衛星携帯電話 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   衛星（通信事業者回線）  

 

 (ｇ ) ファクシミリ (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線（通信事業者回線）  

 

 ｄ．所外データ伝送設備  

   ［常設重大事故等対処設備］  

 (ａ ) データ伝送設備 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 (２ ) 代替通信連絡設備  

   ［常設重大事故等対処設備］  

 (ａ ) 代替通話系統  

通信回線   有線  

 

 ( ｂ )  統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 (設計基準対象の

施設と兼用 )（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）  

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 ( ｃ )  統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ (設計基準対
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象の施設と兼用 ) （ＭＯＸ燃料加工施設と共用）  

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 ( ｄ )  統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム (設計基

準対象の施設と兼用 ) （ＭＯＸ燃料加工施設と共用）  

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

 (ｅ ) データ伝送設備 (設計基準対象の施設と兼用 ) 

通信回線   有線，衛星（通信事業者回線）  

 

   ［可搬型重大事故等対処設備］  

 (ｆ ) 可搬型通話装置  

通信回線   有線  

台   数   240 台（予備として故障時のバックアップを

120 台）  

 

 (ｇ ) 可搬型衛星電話（屋内用）※ １ （ＭＯＸ燃料加工施設と共

用）  

通信回線   衛星（通信事業者回線）  

台   数   32 台（予備として故障時のバックアップを

16 台）  

※１  可搬型衛星電話（屋内用）のうち，６台をＭＯＸ燃  

料加工施設と共用する。  

 

 (ｈ ) 可搬型トランシーバ（屋内用）  
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通信回線   無線  

台   数   16 台（予備として故障時のバックアップを

８台）  

 

 (ｉ ) 可搬型衛星電話（屋外用）※ ２ （ＭＯＸ燃料加工施設と共

用）  

通信回線   衛星（通信事業者回線）  

台   数   60 台（予備として故障時のバックアップを

30 台）  

※２  可搬型衛星電話（屋外用）のうち，２台をＭＯＸ燃  

料加工施設と共用する。  

 

 (ｊ ) 可搬型トランシーバ（屋外用）  

通信回線   無線  

台   数   78 台（予備として故障時のバックアップを

39 台）  

 

 (３ ) 情報把握計装設備  

［常設重大事故等対処設備］  

 (ａ ) 情報把握計装設備用屋内伝送系統※ ３  

 (ｂ ) 情報把握計装設備無線装置※ ３  

 

［可搬型重大事故等対処設備］  

 (ｃ ) 前処理建屋可搬型情報収集装置※ ３  

 (ｄ ) 分離建屋可搬型情報収集装置※ ３  
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 (ｅ ) 精製建屋可搬型情報収集装置※ ３  

 (ｆ ) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収集装置  

※ ３  

 (ｇ ) 高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収集装置※ ３  

 (ｈ ) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置※ ３  

 (ｉ ) 第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置※ ３  

 (ｊ ) 第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置※ ３  

   ※３  「 6.2.5.3 主要設備及び仕様」と兼用  

 

 (４ ) 代替モニタリング設備  

［可搬型重大事故等対処設備］  

 (ａ ) 可搬型排気モニタリングデータ伝送装置※ ４  

 (ｂ ) 可搬型環境モニタリングデータ伝送装置※ ４  

   ※４  「 8.2.3 主要設備の仕様」と兼用  

 

 (５ ) 代替気象観測設備  

［可搬型重大事故等対処設備］  

 (ａ ) 可搬型気象観測用データ伝送装置※ ５  

   ※５  「 8.2.3 主要設備の仕様」と兼用  
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「再処理の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「事業指定基準

規則」という）第四十七条では，通信連絡を行うために必要な設備について

以下の要求がされている。 

【再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則】 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第四十七条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合において当該再処

理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れと同等以上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とすること。 

＜適合のための設計方針＞ 

 再処理事業所には，重大事故等が発生した場合において再処理事業所の内

外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備とし

て，通信連絡設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）から

の給電を可能とした設計とする。 
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1.概要 

1.1 通信連絡を行うために必要な設備の概要 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために，通信連絡設備及び代替通信

連絡設備を設ける設計とする。 

通信連絡設備は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備で構成する。 

通信連絡設備の系統概要図を第47-1図に、代替通信連絡設備の系統概要

図を第47-2図に示す。 

 

(1)  再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメータを

再処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連絡設備，所内

データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

ａ．再処理事業所内の通信設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，代替通

話系統を新たに設置する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送する

ための設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である

情報把握計装設備用屋内伝送系統等を新たに設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型

通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可
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搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を新たに配備

する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送する

ための設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である

前処理建屋可搬型情報収集装置等及び「第45条 監視測定設備」の一部を

新たに配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所内通信連絡設備のページング装置，所

内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重大事

故等対処設備として位置付ける。 

また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセスデ

ータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を

常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，可搬型通話

装置を接続して使用可能な設計とする。 

可搬型通話装置は，制御建屋及び外部保管エリアに保管する設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星

電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋及び外部保管エリアに保管する設計

とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハン

ドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配置したアンテナと接続することによ

り，屋内で使用できる設計とする。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設計とする。 
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可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハン

ドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続することによ

り，屋内で使用できる設計とする。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星

電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で動作可能

な設計とする。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシー

バ（屋内用）は，「第42条 電源設備」の制御建屋可搬型発電機等又は「第

46条 緊急時対策所」の緊急時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な

設計とする。 

乾電池を用いるものについては７日間以上継続して通話ができる設計

とする。また，充電池を用いるものについては，「第42条 電源設備」の

一部又は及び「第46条 緊急時対策所」の一部にて充電，又は受電するこ

とで７日間以上継続して通話ができる設計とする。 

 

(2) 再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメータを

再処理事業所外の必要な場所で共有するために，所外通信連絡設備，所外

データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

ａ．再処理事業所外への通信設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，統合原

子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ
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Ｘ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を

設置する 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型

衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を新たに配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原

子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備として位置付け

る。 

設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設備

を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

データ伝送設備は，緊急時対策建屋に設ける設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，緊急時対策建屋及び外部保管エリアに保

管する設計とする。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，制御建屋及び外部保管エリアに保管する

設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備し，

屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計と

する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，緊急時対

策建屋に設ける設計とする。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝
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送設備は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策建屋用発電機から受電

し，動作可能な設計とする。 

 可搬型衛星電話（屋内用）は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策

建屋用発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な設計

とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会

議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する 

共用する代替通信連絡設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設にお

ける重大事故等対処に同時に対処することを考慮し，同一の端末を使用す

ること及び十分な数量を確保することで，共用によって重大事故時の対処

に影響を及ぼさない設計とする。 

 

(3) 通信連絡設備及び代替通信連絡設備の一覧 

(ａ) 所内通信連絡設備 

 ページング装置（警報装置を含む。） 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

 所内携帯電話 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

 専用回線電話                         １式 

 一般加入電話                         １式 

 ファクシミリ                         １式 
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(ｂ) 所内データ伝送設備 

 プロセスデータ伝送サーバ                   １式 

 放射線管理用計算機                      １式 

 環境中継サーバ                        １式 

 総合防災盤                          １式 

(ｃ) 所外通信連絡設備 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 一般加入電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

 一般携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

 衛星携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

 ファクシミリ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）           １式 

(ｄ) 所外データ伝送設備 

 データ伝送設備                        １式 

(ｅ) 代替通信連絡設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

代替通話系統                         １式 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 

 統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼用）

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）                  １式 
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統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設と兼

用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） １式 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型通話装置                        １式 

可搬型衛星電話（屋内用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） １式 

可搬型トランシーバ（屋内用） １式 

 可搬型衛星電話（屋外用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） １式 

可搬型トランシーバ（屋外用） １式 
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2.設計方針

2.1 通信連絡を行うために必要な設備

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメータを再

処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連絡設備，所内デー

タ伝送設備，所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備

を設ける設計とする。 

所内通信連絡設備として，ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，

一般加入電話及びファクシミリを設ける設計とする。 

所内データ伝送設備として，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計算

機，環境中継サーバ及び総合防災盤を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備として，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議

システム，一般加入電話，一般携帯電話，専用回線電話及びファクシミリを

設ける設計とする。 

所外データ伝送設備として，データ伝送サーバを設ける設計とする。 

代替通信連絡設備として，代替通話系統，可搬型通話装置，可搬型衛星電

話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及

び可搬型トランシーバ（屋外用），統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ

会議システム及びデータ伝送設備を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備は，有線回線，無線回線又は衛

星回線による通信回線の多様性を確保した専用通信回線に接続することで，

輻輳等による制限を受けることのない設計とする。 

代替通信連絡設備は，代替電源設備（充電池含む。）からの給電が可能な設
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計とする。 

【第47-1表，第47-2表，補足説明資料2-1,2-3,2-11】 
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2.2 多様性，位置的分散 

「第33条 重大事故等対処設備」の「2.1 多様性，位置的分散，悪影響防

止等（第三十三条第１項第六号，第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」

に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち一般加入電話，一般

携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，「第46 緊急時対策所」の緊急時対策所の

一部である緊急時対策建屋用発電機からの給電により使用することで，電源

設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ

会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち一般加入電話，

一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因によって同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線又は衛星回線による通信方

式の多様性を確保した構成の通信回線に接続することで，通信方式の多様性

を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，所内通信連絡設備のうちページ

ング装置及び所内携帯電話と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，当該設備と異なる系統構成で使用することにより，独立

性を有する設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外デー

タ伝送設備は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備による機能の

確保，修理等の対応により機能を維持する設計とする。 
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代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備と共通要因によ

って同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，「第42条 電源設備」の

電気設備の一部である制御建屋可搬型発電機並びに使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設可搬型発電機，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部

である緊急時対策建屋用発電機，充電池又は乾電池からの給電により使用す

ることで，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋

外用）は，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備又は代替通信連絡設備

のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝

送設備と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋用発

電機又は充電池からの給電により使用することで，電源設備に対して多様性

を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トラン

シーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備と共通要因によって同時にその機能が損なわ

れるおそれがないよう，有線回線，無線回線又は衛星回線による通信方式の

多様性を確保した構成の通信回線に接続することで，通信方式の多様性を有

する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー
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バ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋又

は外部保管エリア内の，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信

連絡設備及び所外データ伝送設備と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，ユーテ

ィリティ建屋，低レベル廃棄物処理建屋，制御建屋又は緊急時対策建屋と異

なる場所に保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい及び内部発生飛散物に対して代替通信連絡

設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ

（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外データ

伝送設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないようにするため，可能

な限り位置的分散を図る。 
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2.3 悪影響防止 

「第33条 重大事故等対処設備」の「2.1 多様性，位置的分散，悪影響防

止等（第三十三条第１項第六号，第２項，第３項第二号，第四号，第六号）」

に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

 代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，重大事故等発生前（通常時）の

分離された状態から可搬型通話装置の接続により重大事故等対処設備として

の系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力

防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シス

テム及びデータ伝送設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同

じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 
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2.4 個数及び容量等 

「第 33 条 重大事故等対処設備」の「2.2 個数及び容量等（第三十三条

第１項第一号）」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

代替通話系統は，複数のアクセスルートで使用できるよう２系統を複数の

アクセスルートに確保する。

所内データ伝送設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備のうちデ

ータ伝送設備は，計測等を行ったパラメータを再処理事業所外の必要な場所

に必要なデータ量を伝送することができる設計とする。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原

子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，再処理事業所外等の通信連絡を

する必要のある箇所と通信連絡を行うために必要となる個数として，統合原

子力防災ネットワークＩＰ電話は１台，統合原子力防災ネットワークＩＰ－

ＦＡＸは１台，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは１台を有す

る設計とする。統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，

再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の端

末を使用する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置の保有数は，必要数として 120台，

予備として故障時のバックアップを 120 台の合計 240台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型衛星電

話（屋内用）の保有数は，必要数として 13台，予備として故障時のバックア

ップを 13台の合計 26台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型トランシーバ（屋内用）の保有数は，必要

数として８台，予備として故障時のバックアップを８台の合計 16台以上を確
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保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型衛星電

話（屋外用）の保有数は，必要数として 29台，予備として故障時のバックア

ップを 29台の合計 58台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型トランシーバ（屋外用）の保有数は，必要

数として 39台，予備として故障時のバックアップを 39 台の合計 78 台以上を

確保する。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業所外へ

の通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数として３

台，予備として故障時のバックアップを３台の合計６台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうちＭＯＸ燃料加工施設と共用する再処理事業所外へ

の通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数として１

台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理施設

及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の端末を使用す

る設計とする。 
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2.5 環境条件等 

「第33条 重大事故等対処設備」の「2.3 環境条件等（第三十三条第１項

第二号，第七号，第３項第三号，第四号）」に示す基本方針を踏まえ以下のと

おり設計する。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統，統合原子力防災ネットワークＩＰ

電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワ

ークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，「第33条 重大事故等対処設

備」の「(2.5) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基

づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備のうち専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリ，

所内データ伝送設備並びに代替通信連絡設備のうち代替通話系統，統合原子

力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，外部

からの衝撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋，制御建屋及び緊急時対策所に設置し，風（台風）等によ

り機能を損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外デー

タ伝送設備は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備による機能の

確保，修理等の対応により機能を維持する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離

建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス

固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策所及び外部
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保管エリアに保管し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，「第31条  重大事故等対処設備」の「(2.5) 地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機

能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，内部発生飛散物の影響を考慮し，内部発生飛散物の影響を

受けない前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋，高レベルガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，

緊急時対策所及び外部保管エリアに保管することにより，機能を損なわない

設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋

内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，火

山の影響に対して除灰する手順を整備する。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外データ

伝送設備及び代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備は，想定される重大事故等が発生した場

合においても操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場

所の選定又は遮蔽設備を有する中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室並びに緊急時対策所で操作可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置は，想定される重大事故等が発生

した場合においても代替通話系統との接続に支障がないように，線量率の高
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くなるおそれの少ない設置場所の選定により，当該設備の代替通話系統との

接続が可能な設計とする。 
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2.6 操作性の確保 

基本方針については，「第33条 重大事故等対処設備」の「2.4 操作性及

び試験・検査性（第三十三条第１項第三号，第四号，第五号，第３項第一号，

第五号）」に示す。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，可搬型通話装置を接続して使用

する設備であり，当該設備同士の接続は，簡便なコネクタ接続に統一するこ

とにより，現場での接続が可能な設計とする。  

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシー

バ（屋内用）における機器同士の接続は，簡便なコネクタ接続に統一するこ

とにより，現場での接続が可能な設計とする。 
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2.7 試験・検査 

「第 33 条 重大事故等対処設備」の「2.4 操作性及び試験・検査性（第三

十三条第１項第三号，第四号，第五号，第３項第一号，第五号）」に示す基本

方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

 所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外データ

伝送設備及び代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備は，再処理施設の運転中又は停止中に機

能，性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬

型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，機能，性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トラン

シーバ（屋外用）は，保管数量及び保管状態を定期的に確認する。

乾電池を用いるものについては，定期的に乾電池を交換する。充電池を用

いるものについては，定期的に充電を行う。
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3.主要設備及び仕様

通信連絡を行うために必要な設備の仕様を第47-1表，第47-2表に示す。
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4.系統構成及び主要設備 

(1) 再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，代替通話系

統を新たに設置する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送するため

の設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である情報把握

計装設備用屋内伝送系統を新たに設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型通話

装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を新たに配備する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送するため

の設備として，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建

屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備

の一部及び代替気象観測設備の一部を新たに配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所内連絡設備のページング装置，所内携帯

電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重大事故等対処

設備として位置付ける。 

また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセスデー

タ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を常設

重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内において，必要な連絡を

行う際に使用するものであり，屋内にあらかじめ敷設してあるケーブル，接
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続盤及び接続盤内の接続口で構成される系統である。 

代替通話系統は，常設重大事故等対処設備として前処理建屋，分離建屋，

精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化

建屋に２系統設け，可搬型通話装置を接続して使用可能な設備である。 

可搬型通話装置は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内で必要な連絡を行う際

に使用するものであり，可搬型通話装置の端末を代替通話系統に接続するこ

とで，代替通話系統を通じて可搬型通話装置の端末間で通信連絡を行うこと

ができる設備である。 

可搬型通話装置は，可搬型重大事故等対処設備として制御建屋及び外部保

管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電

話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，中央制御室，緊急時対

策所，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに屋外間で連絡を

行う際に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行

う設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電

話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，可搬型重大事故等対処

設備として使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋及び外

部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハンド

セットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋

内で使用できる設備である。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設備である。 
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可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電

話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で動作可能な設

備である。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋

内用）は，「第42条 電源設備の」の電気設備の一部である制御建屋可搬型発

電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機又は「第46条 

緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋用発電機から受

電し，動作可能な設備である。 

乾電池を用いる設備は，７日間以上継続して通話が可能な設備である。ま

た，充電池を用いる設備は，「第42条 電源設備」の電気設備の一部である制

御建屋可搬型発電機又は「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部で

ある緊急時対策建屋用発電機にて充電，又は受電することで７日間以上継続

して通話が可能な設備である。 

再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等対処設

備として以下の所内通信連絡設備，所内データ伝送設備及び代替通信連絡設

備で構成する。 

ａ．所内通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

ページング装置（設計基準対象の施設と兼用） 

所内携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

専用回線電話（設計基準対象の施設と兼用） 

一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

ｂ．所内データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

プロセスデータ伝送サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 
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放射線管理用計算機（設計基準対象の施設と兼用） 

環境中継サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

総合防災盤（設計基準対象の施設と兼用） 

 

ｃ．代替通信連絡設備 

(ａ) 常設重大事故等対処設備 

代替通話系統 

(ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型通話装置 

可搬型衛星電話（屋内用） 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

可搬型衛星電話（屋外用） 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必要な

パラメータを再処理事業所内の必要な場所で共有するための通信設備として，

「(１) ａ．所内通信連絡設備」，「(１) ｂ．所内データ伝送設備」及び「(１) 

ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建

屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備

の一部及び代替気象観測設備の一部が配備されるまでは，代替通話系統，可

搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を使用する。 

「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建屋可搬型情

報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備の一部及び

代替気象観測設備の一部が配備された後は，計測等を行った重大事故等の対
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処に必要なパラメータを「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部であ

る前処理建屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタ

リング設備の一部及び代替気象観測設備の一部にて共有する。 

 

(２) 再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，統合原子力

防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統

合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をする必要

のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可搬型衛星電

話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を新たに配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災ネット

ワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯

電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設備を常

設重大事故等対処設備として位置付ける。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，専用回線を介

して再処理事業所外へ通信連絡を行うために使用するものであり，常設重大

事故等対処設備として緊急時対策建屋に新たに設置する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うために使

用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う設備であ

る。 
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可搬型衛星電話（屋内用）は，可搬型重大事故等対処設備として，緊急時

対策建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うために使

用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う設備であ

る。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，可搬型重大事故等対処設備として，制御建屋

及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備し，屋

外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用可能な設備である。 

データ伝送設備は，再処理事業所外の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）

へ必要なデータを伝送するための設備であり，常設重大事故等対処設備とし

て緊急時対策建屋に新たに設置する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設

備は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の一部である緊急時対策建屋

用発電機から受電することにより動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，「第46条 緊急時対策所」の緊急時対策所の

一部である緊急時対策建屋用発電機から受電することにより動作可能な設備

である。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な設備で

ある。 

再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等対処

設備として以下の所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡

設備で構成する。 

再処理事業所外への通信設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩＰ電

4-6 122



 

話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外

用）は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ａ．所外通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用） 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼用） 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設と兼用） 

一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

一般携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

衛星携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

ｂ．所外データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

ｃ．代替通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用）（ＭＯＸ

燃料加工施設と共用） 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と兼用）（Ｍ

ＯＸ燃料加工施設と共用） 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施設と兼用）

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

 データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 (b) 可搬型重大事故等対処設備 
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可搬型衛星電話（屋内用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

可搬型衛星電話（屋外用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必要な

パラメータを再処理事業所外の必要な場所で共有する通信設備として，

「(２)ａ．所外通信連絡設備」，「(２)ｂ．所外データ伝送設備」及び「(２)

ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建

屋可搬型情報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備

の一部及び代替気象観測設備の一部が配備されるまでは，可搬型衛星電話（屋

内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）を使用する。 

「第44条 制御室」の情報把握計装設備の一部である前処理建屋可搬型情

報収集装置等，「第45条 監視測定設備」の代替モニタリング設備の一部及び

代替気象観測設備の一部が配備された後は，計測等を行った重大事故等の対

処に必要なパラメータをデータ伝送設備にて送信し，共有する 
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第
4
7
.
1
表
(
1
)
 

通
信

連
絡

設
備

の
一

覧
 

設
備

名
称

 
主

要
設

備
 

設
置

又
は

保
管
場

所
 

駆
動

電
源

 
通

信
回

線
 

個
数

 

通
信

連
絡

設
備

 

所
内

通
信

連
絡
設

備
 

ペ
ー

ジ
ン

グ
装
置

 

前
処

理
建

屋
 

分
離

建
屋

 
精

製
建

屋
 

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱
硝

建
屋

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 

非
常

用
所

内
電
源

 

無
停

電
交

流
電
源

 

蓄
電

池
 

有
線

 
9
 

所
内

携
帯

電
話

 
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

 
低

レ
ベ

ル
廃

棄
物

処
理

建
屋

 
制

御
建

屋
 

蓄
電

池
 

無
線

 
3
 

専
用

回
線

電
話

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
充

電
池

 
有

線
 

3
 

一
般

加
入

電
話

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

通
信

事
業

者
回
線

か
ら

給
電

 
有

線
 

2
 

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

無
停

電
交

流
電
源

 
有

線
 

2
 

所
内

デ
ー

タ
伝
送

設
備

 

プ
ロ

セ
ス

デ
ー
タ

伝
送

サ
ー

バ
 

制
御

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
 

1
 

放
射

線
管

理
用
計

算
機

 
制

御
建

屋
 

無
停

電
交

流
電
源
 

有
線

 
1
 

環
境

中
継

サ
ー
バ

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

無
線

 
1
 

総
合

防
災

盤
 

制
御

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
 

1
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第
4
7
.
1
表
(
2
)
 

通
信

連
絡

設
備

の
一

覧
 

設
備

名
称

 
主

要
設

備
 

設
置

場
所

 
駆

動
電

源
 

通
信

回
線

 
個

数
 

通
信

連
絡

設
備

 
所

外
通

信
連

絡
設

備
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
電

話
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
－

Ｆ
Ａ

Ｘ
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｔ

Ｖ
会

議
シ

ス
テ

ム
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

一
般

加
入

電
話

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 

通
信

事
業

者
回
線

か
ら

給
電

 

有
線

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

6
 

一
般

携
帯

電
話

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
充

電
池

 
無

線
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
 

衛
星

携
帯

電
話

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
4
 

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
 

所
外

デ
ー

タ
伝
送

設
備

 
デ

ー
タ

伝
送

設
備

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
無

停
電

交
流

電
源

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
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第
4
7
-
2
表

 
代

替
通

信
連

絡
設

備
の

一
覧

 
設

備
名

称
 

主
要

設
備

 
設

置
又

は
保

管
場

所
 

通
信

場
所

 
駆

動
電

源
 

通
信

回
線

 
個

数
(
2
）

 

代
替

通
信

連
絡

設
備

 

代
替

通
話

系
統

 

前
処

理
建

屋
 

分
離

建
屋

 
精

製
建

屋
 

ウ
ラ

ン
・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱
硝

建
屋

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

 

再
処

理
事

業
所
内

 
－

 
有

線
 

2
系

統
 

可
搬

型
通

話
装
置

 
制

御
建

屋
 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 
再

処
理

事
業

所
内

 
乾

電
池

 
有

線
 

2
4
0
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

内
用

）
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 

充
電

池
 

緊
急

時
対

策
建
屋

用
発

電
機

 
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬
型

発
電

機
 

制
御

建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

衛
星

 
（

通
信

事
業

者
回

線
）

 
2
6
 

可
搬

型
ト

ラ
ン
シ

ー
バ

（
屋

内
用
）

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 

充
電

池
 

緊
急

時
対

策
建
屋

用
発

電
機

 
使

用
済

燃
料

の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設

可
搬
型

発
電

機
 

制
御

建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

無
線

 
1
6
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

外
用

）
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 
充

電
池

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）

 
5
8
 

可
搬

型
ト

ラ
ン
シ

ー
バ

（
屋

外
用
）

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 
制

御
建

屋
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
外

部
保

管
エ

リ
ア

 

再
処

理
事

業
所
内

 
充

電
池

 
無

線
 

7
8
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
電

話
(
1
)
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｉ

Ｐ
－

Ｆ
Ａ

Ｘ
(
1
) 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

統
合

原
子

力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
Ｔ

Ｖ
会

議
シ

ス
テ

ム
(
1
)
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

内
用

）
(
1
)
 

緊
急

時
対

策
建
屋

 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

6
 

可
搬

型
衛

星
電
話

（
屋

外
用

）
(
1
)
 

制
御

建
屋

 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 
再

処
理

事
業

所
外

 
充

電
池

 
衛

星
 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

2
 

デ
ー

タ
伝

送
設
備

 
緊

急
時

対
策

建
屋

 
再

処
理

事
業

所
外

 
緊

急
時

対
策

建
屋

用
発

電
機

 
有

線
，

衛
星

 

（
通

信
事

業
者
回

線
）
 

1
 

注
記

 
(
1
)
の
設

備
は

，
Ｍ

Ｏ
Ｘ

燃
料

加
工

施
設

と
共

用
す

る
。

 
(
2
)
の

個
数

は
，

故
障

時
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
を

含
む

。
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第
4
7
.
3
表

 
多

様
性

及
び

位
置

的
分

散
（

代
替

通
話

系
統

，
可

搬
型

通
話

装
置

）
 

項
目

※
１
 

設
計

基
準

の
範
囲

で
使

用
す

る
設
備

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 

所
内

通
信

連
絡
設

備
 

代
替

通
話

系
統

 

可
搬

型
通

話
装
置

 
ペ

ー
ジ

ン
グ

装
置

 
所

内
携

帯
電

話
 

主
要

設
備

※
２
 

制
御

装
置

※
３
 

交
換

機
※
４
 

代
替

通
話

系
統

 

可
搬

型
通

話
装
置

 

前
処

理
建

屋
地
上

5
階
 

分
離

建
屋

地
上

2
階
 

精
製

建
屋

地
下

2
階
 

ｳ
ﾗ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ混

合
脱

硝
建

屋
地

上
2
階

 

高
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
廃

液
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
固

化
建
屋

地
上

2階
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

管
理
建

屋
地

下
1
階
 

制
御

建
屋

地
下

2
階
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

前
処

理
建

屋
各
階

(
代

替
通

話
系

統
)
 

分
離

建
屋

各
階

(
代

替
通
話

系
統

) 

精
製

建
屋

各
階

(
代

替
通
話

系
統

) 

ｳ
ﾗ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ混

合
脱

硝
建

屋
各

階
(
代

替
通

話
系
統

) 

高
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
廃

液
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
固

化
建
屋

各
階

(代
替

通
話

系
統

) 

制
御

建
屋

地
上

3
階

(
可

搬
型

通
話
装

置
) 

外
部

保
管

エ
リ
ア

(
可

搬
型

通
話

装
置

)
 

駆
動

電
源

※
５
 

非
常

用
母

線
 

無
停

電
交

流
電
源

 

蓄
電

池
 

蓄
電

池
 

乾
電

池
 

(
可

搬
型

通
話
装

置
の

み
) 

各
現

場
建

屋
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

上
記

と
同

じ
 

（
可

搬
型

通
話
装

置
に

内
蔵

）
 

※
１

：
設

計
基

準
の

範
囲
で

使
用
す

る
設

備
及

び
重

大
事

故
等

対
処
設

備
の

う
ち

代
替

通
話

系
統

は
常
設

設
備

と
し

て
，

重
大

事
故

等
対
処

設
備

の
う

ち
可

搬
型

通
話

装
置
は

可
搬

型
設

備
を

示
す

。
 

※
２

：
主

要
設

備
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
及

び
重

大
事

故
等

対
処

設
備

の
う
ち

代
替
通

話
系

統
は

設
置

場
所

，
重

大
事
故

等
対

処
設

備
の

う
ち

可
搬

型
通
話

装
置

は
保

管
場

所
を

示
す

。
 

※
３

：
ペ

ー
ジ

ン
グ

装
置
の

制
御
装

置
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ
ベ

ル
廃

液
処

理
建

屋
,
 ハ

ル
・

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

貯
蔵

建
屋

,
 出

入
管
理

建
屋

,
 ウ

ラ
ン

脱
硝

建
屋

,
 低

レ
ベ

ル
廃

棄
物
処

理
建

屋
等

に
 

設
置

。
 

※
４

：
所

内
携

帯
電

話
の
交

換
機
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ

ベ
ル
廃

棄
物

処
理

建
屋

,
 ユ

ー
テ

ィ
リ
テ

ィ
建

屋
等

に
設

置
。

 

※
５

：
駆

動
電

源
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
及

び
重
大

事
故

等
対

処
設

備
の

う
ち

代
替
通

話
系

統
は

設
置

場
所

，
重

大
事
故

等
対

処
設

備
の

う
ち

可
搬

型
通
話

装
置

は
保

管
場

所
を

示
す

。
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第
4
7
.
4
表

 
多

様
性

及
び

位
置

的
分

散
（

可
搬

型
衛

星
電

話
（

屋
内

用
）

）
 

項
目

※
１
 

設
計

基
準

の
範
囲

で
使

用
す

る
設
備

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 

所
内

通
信

連
絡
設

備
 

所
外

通
信

連
絡
設

備
 

可
搬

型
衛

星
電
話

 

（
屋

内
用

）
 

ペ
ー

ジ
ン

グ
装
置

 
所

内
携

帯
電

話
 

専
用

回
線

電
話

 
一

般
加

入
電

話
，

 

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 

一
般

加
入

電
話
，

一
般

携
帯

電
話
，
 

衛
星

携
帯

電
話
，

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 

主
要

設
備

※

２
 

制
御

装
置

※
３
 

交
換

機
※
４
 

専
用

回
線

電
話

 
①

一
般

加
入

電
話

 

②
フ

ァ
ク

シ
ミ
リ

 

①
一

般
加

入
電
話

 

②
一

般
携

帯
電
話

 

③
衛

星
携

帯
電
話

 

④
フ

ァ
ク

シ
ミ
リ

 

可
搬

型
衛

星
電
話

 

（
屋

内
用

）
 

前
処

理
建

屋
地
上

5
階
 

分
離

建
屋

地
上

2
階
 

精
製

建
屋

地
下

2
階
 

制
御

建
屋

地
下

2
階
 

ｳ
ﾗ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ混

合
脱

硝
建

屋

地
上

2
階
 

高
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
廃

液
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
固

化
建
屋

地

上
2
階
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

管

理
建

屋
地

下
1階

 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

地
上

2
階
 

制
御

建
屋

地
上

1
階
 

緊
急

時
対

策
建
屋

地
下

2
階

 

①
使

用
済

燃
料
受

入
れ

・

貯
蔵

建
屋

，
制
御

建
屋

 

②
使

用
済

燃
料
受

入
れ

・

貯
蔵

建
屋

，
制
御

建
屋

 

①
制

御
建

屋
，
緊

急
時

対
策

建
屋

 

②
緊

急
時

対
策
建

屋
 

③
制

御
建

屋
，
緊

急
時

対
策

建
屋

 

④
制

御
建

屋
，
緊

急
時

対
策

建
屋

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

 

建
屋

地
上

1
階
 

制
御

建
屋

地
上

3
階
 

緊
急

時
対

策
建
屋

地
下

1階
 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 

駆
動

電
源

※

５
 

非
常

用
母

線
 

無
停

電
交

流
電
源

 

蓄
電

池
 

蓄
電

池
 

―
 

②
無

停
電

交
流
電

源
 

③
無

停
電

交
流
電

源
 

④
無

停
電

交
流
電

源
 

充
電

池
 

制
御

建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ

施
設

及
び

貯
蔵

施
設
可

搬
型

発
電

機
 

緊
急

時
対

策
建
屋

用
発

電
機

 

各
現

場
建

屋
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

―
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯

蔵
建

屋
，

制
御
建

屋
 

各
現

場
建

屋
 

屋
外

 

※
１

：
設

計
基

準
の

範
囲
で

使
用
す

る
設

備
は

常
設

設
備

を
示

す
。

 

※
２

：
主

要
設

備
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
は

設
置
場

所
，

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処
設

備
は

保
管

場
所

を
示

す
。

 

※
３

：
ペ

ー
ジ

ン
グ

装
置
の

制
御
装

置
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ
ベ

ル
廃

液
処

理
建

屋
,
 ハ

ル
・

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

貯
蔵

建
屋

,
 出

入
管
理

建
屋

,
 ウ

ラ
ン

脱
硝

建
屋

,
 低

レ
ベ

ル
廃

棄
物
処

理
建

屋
等

に
 

設
置

。
 

※
４

：
所

内
携

帯
電

話
の
交

換
機
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ

ベ
ル
廃

棄
物

処
理

建
屋

,
 ユ

ー
テ

ィ
リ
テ

ィ
建

屋
等

に
設

置
。

 

※
５

：
駆

動
電

源
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
は

設
置
場

所
，

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処
設

備
は

保
管

場
所

を
示

す
。
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第
4
7
.
5
表

 
多

様
性

及
び

位
置

的
分

散
（

可
搬

型
ト

ラ
ン

シ
ー

バ
（

屋
内

用
）

）
 

項
目

※
１
 

設
計

基
準

の
範
囲

で
使

用
す

る
設
備

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 

所
内

通
信

連
絡
設

備
 

可
搬

型
ト

ラ
ン
シ

ー
バ

 

（
屋

内
用

）
 

ペ
ー

ジ
ン

グ
装
置

 
所

内
携

帯
電

話
 

専
用

回
線

電
話

 
一

般
加

入
電

話
，

 

フ
ァ

ク
シ

ミ
リ

 

主
要

設
備

※

２
 

制
御

装
置

※
３
 

交
換

機
※
４
 

専
用

回
線

電
話

 
①

一
般

加
入

電
話

 

②
フ

ァ
ク

シ
ミ
リ

 

可
搬

型
ト

ラ
ン
シ

ー
バ

 

（
屋

内
用

）
 

前
処

理
建

屋
地
上

5
階
 

分
離

建
屋

地
上

2
階
 

精
製

建
屋

地
下

2
階
 

ｳ
ﾗ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ混

合
脱

硝
建

屋
地

上
2
階

 

高
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
廃

液
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
固

化
建
屋

地
上

2階
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

管
理
建

屋

地
下

1
階
 

制
御

建
屋

地
下

2
階
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・
貯

蔵
建

屋
 

地
上

2
階
 

制
御

建
屋

地
上

1
階
 

緊
急

時
対

策
建
屋

地
下

2階
 

①
使

用
済

燃
料
受

入
れ
・
貯

蔵
建

屋
，

制
御

建
屋

 

②
使

用
済

燃
料
受

入
れ
・
貯

蔵
建

屋
，

制
御

建
屋

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋
地

上
1
階
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

緊
急

時
対

策
建
屋

地
下

1階
 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 

駆
動

電
源

※

５
 

非
常

用
母

線
 

無
停

電
交

流
電
源

 

蓄
電

池
 

蓄
電

池
 

―
 

②
無

停
電

交
流
電

源
 

充
電

池
 

制
御

建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ

施
設

及
び
貯

蔵
施

設
 

可
搬

型
発

電
機

 

緊
急

時
対

策
建
屋

用
発

電
機

 

各
現

場
建

屋
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

―
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建

屋
，

制
御

建
屋

 
屋

外
 

※
１

：
設

計
基

準
の

範
囲
で

使
用
す

る
設

備
は

常
設

設
備

と
し

て
，

重
大

事
故

等
対
処

設
備

は
可

搬
型
設

備
を

示
す

。
 

※
２

：
主

要
設

備
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
は

設
置
場

所
，

重
大

事
故

等
対

処
設

備
は
保

管
場

所
を

示
す

。
 

※
３

：
ペ

ー
ジ

ン
グ

装
置
の

制
御
装

置
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ
ベ

ル
廃

液
処

理
建

屋
,
 ハ

ル
・

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

貯
蔵

建
屋

,
 出

入
管
理

建
屋

,
 ウ

ラ
ン

脱
硝

建
屋

,
 低

レ
ベ

ル
廃

棄
物
処

理
建

屋
等

に
 

設
置

。
 

※
４

：
所

内
携

帯
電

話
の
交

換
機
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ

ベ
ル
廃

棄
物

処
理

建
屋

,
 ユ

ー
テ

ィ
リ
テ

ィ
建

屋
等

に
設

置
。

 

※
５

：
駆

動
電

源
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
は

設
置
場

所
，

重
大

事
故

等
対

処
設

備
は
保

管
場

所
を

示
す

。
 

表-6 130



 

第
4
7
.
6
表

 
多

様
性

及
び

位
置

的
分

散
（

可
搬

型
衛

星
電

話
（

屋
外

用
）

）
 

項
目

※
１
 

設
計

基
準

の
範
囲

で
使

用
す

る
設
備

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 

所
内

通
信

連
絡
設

備
 

所
外

通
信

連
絡
設

備
 

可
搬

型
衛

星
電
話

 

（
屋

外
用

）
 

ペ
ー

ジ
ン

グ
装
置

 
所

内
携

帯
電

話
 

一
般

加
入

電
話
，
一

般
携
帯

電
話
，
衛

星
携

帯
電
話

 

主
要

設
備

※
２
 

制
御

装
置

※
３
 

交
換

機
※
４
 

①
一

般
加

入
電
話

 

②
一

般
携

帯
電
話

 

③
衛

星
携

帯
電
話

 

可
搬

型
衛

星
電
話

 

（
屋

外
用

）
 

前
処

理
建

屋
地
上

5
階
 

分
離

建
屋

地
上

2
階
 

精
製

建
屋

地
下

2
階

 

ｳ
ﾗ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ混

合
脱

硝
建

屋
地

上
2
階

 

高
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
廃

液
ｶ
ﾞﾗ

ｽ
固

化
建
屋

地
上

2階
 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

管
理
建

屋
地

下
1
階
 

制
御

建
屋

地
下

2
階
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

①
使

用
済

燃
料
受

入
れ

・
貯

蔵
建
屋

制
御

 

建
屋

，
緊

急
時
対

策
建

屋
  

②
緊

急
時

対
策
建

屋
 

①
制

御
建

屋
，
緊

急
時

対
策

建
屋

 

使
用

済
燃

料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 

地
上

1
階
 

制
御

建
屋

地
上

3
階
 

緊
急

時
対

策
建
屋

地
下

1階
 

外
部

保
管

エ
リ
ア

 

駆
動

電
源

※
５
 

非
常

用
母

線
 

無
停

電
交

流
電
源

 

蓄
電

池
 

蓄
電

池
 

③
無

停
電

交
流
電

源
 

充
電

池
 

各
現

場
建

屋
 

制
御

建
屋

地
下

1
階
 

各
現

場
建

屋
 

上
記

と
同

じ
 

（
端

末
に

内
蔵
）

 

※
１

：
設

計
基

準
の

範
囲
で

使
用
す

る
設

備
は

常
設

設
備

と
し

て
，

重
大

事
故

等
対
処

設
備

は
可

搬
型
設

備
を

示
す

。
 

※
２

：
主

要
設

備
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
は

設
置
場

所
，

重
大

事
故

等
対

処
設

備
は
保

管
場

所
を

示
す

。
 

※
３

：
ペ

ー
ジ

ン
グ

装
置
の

制
御
装

置
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ
ベ

ル
廃

液
処

理
建

屋
,
 ハ

ル
・

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

貯
蔵

建
屋

,
 出

入
管
理

建
屋

,
 ウ

ラ
ン

脱
硝

建
屋

,
 低

レ
ベ

ル
廃

棄
物
処

理
建

屋
等

に
 

設
置

。
 

※
４

：
所

内
携

帯
電

話
の
交

換
機
は

，
上

記
建

屋
の

他
，

低
レ

ベ
ル
廃

棄
物

処
理

建
屋

,
 ユ

ー
テ

ィ
リ
テ

ィ
建

屋
等

に
設

置
。

 

※
５

：
駆

動
電

源
は

，
設
計

基
準
の

範
囲

で
使

用
す

る
設

備
は

設
置
場

所
，

重
大

事
故

等
対

処
設

備
は
保

管
場

所
を

示
す

。
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第
4
7
.
7
表

 
多
様

性
及

び
位
置
的

分
散
（

可
搬

型
ト
ラ
ン

シ
ー

バ
（

屋
外

用
）

）
 

項
目

※
１
 

設
計
基
準
の
範
囲
で
使
用
す
る
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

所
内
通
信
連
絡
設
備
 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
 

（
屋
外
用
）
 

ペ
ー
ジ

ン
グ
装
置
 

所
内
携
帯
電
話
 

主
要
設
備

※
２
 

制
御
装
置

※
３
 

交
換
機

※
４
 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
 

（
屋
外
用
）
 

前
処
理
建
屋
地
上

5階
 

分
離
建
屋
地
上

2階
 

精
製
建
屋

地
下

2階
 

制
御
建
屋
地
下

2階
 

ｳ
ﾗ
ﾝ･
ﾌﾟ
ﾙﾄ
ﾆｳ
ﾑ混

合
脱
硝
建
屋
地
上
2
階
 

高
ﾚﾍ
ﾞﾙ
廃
液

ｶﾞ
ﾗｽ
固
化
建
屋

地
上

2階
 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・

貯
蔵
管
理
建
屋
地
下

1階
 

制
御
建
屋
地
下

1階
 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
地
上

1階
 

制
御
建
屋
地
下

1階
 

緊
急
時
対
策
建
屋
地
下

1階
 

外
部
保
管
エ
リ
ア
 

駆
動
電
源

※
５
 

非
常
用
母
線
 

無
停
電
交
流
電
源
 

蓄
電
池
 

蓄
電
池
 

充
電
池
 

各
現

場
建
屋
 

制
御
建
屋
地
下

1階
 

上
記
と
同
じ
 

（
端
末
に
内
蔵
）
 

※
１
：
設
計
基
準
の
範
囲
で
使
用
す
る
設
備
は
常
設
設
備
と
し
て
，
重
大
事
故
等
対
処
設
備
は
可
搬
型
設
備
を
示
す
。
 

※
２
：
主
要
設
備
は
，
設
計
基
準
の
範
囲
で
使
用
す
る
設
備
は
設
置
場
所
，
重
大
事
故
等
対
処
設
備
は
保
管
場
所
を
示
す
。
 

※
３
：
ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置
の
制
御
装
置
は
，
上
記
建
屋
の
他
，
低
レ
ベ
ル
廃
液
処
理
建
屋

, 
ハ
ル
・
エ
ン
ド
ピ
ー
ス
貯
蔵
建
屋

, 
出
入
管
理
建
屋

, 
ウ
ラ
ン
脱
硝
建
屋

, 
低
レ
ベ
ル
廃
棄
物
処
理
建
屋
等
に
 

設
置
。
 

※
４
：
所
内
携
帯
電
話
の
交
換
機
は
，
上
記
建
屋
の
他
，
低
レ
ベ
ル
廃
棄
物
処
理
建
屋

, 
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
建
屋
等
に
設
置
。
 

※
５
：
駆
動
電
源
は
，
設
計
基
準
の
範
囲
で
使
用
す
る
設
備
は
設
置
場
所
，
重
大
事
故
等
対
処
設
備
は
保
管
場
所
を
示
す
。
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第47.8表 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置・保管場所 操作場所 

代替通話系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理建屋 

地下４階 

前処理建屋 

地下４階 

前処理建屋 

地下３階 

前処理建屋 

地下３階 

前処理建屋 

地下２階 

前処理建屋 

地下２階 

前処理建屋 

地下１階 

前処理建屋 

地下１階 

前処理建屋 

地上１階 

前処理建屋 

地上１階 

前処理建屋 

地上２階 

前処理建屋 

地上２階 

前処理建屋 

地上３階 

前処理建屋 

地上３階 

前処理建屋 

地上４階 

前処理建屋 

地上４階 

前処理建屋 

地上５階 

前処理建屋 

地上５階 

分離建屋 

地下２階 

分離建屋 

地下２階 

分離建屋 

地下１階 

分離建屋 

地下１階 

分離建屋 

地上１階 

分離建屋 

地上１階 

分離建屋 

地上２階 

分離建屋 

地上２階 

分離建屋 

地上３階 

分離建屋 

地上３階 

分離建屋 

地上４階 

分離建屋 

地上４階 

精製建屋 

地下３階 

精製建屋 

地下３階 

精製建屋 

地下２階 

精製建屋 

地下２階 

精製建屋 

地下１階 

精製建屋 

地下１階 

精製建屋 

地上１階 

精製建屋 

地上１階 

精製建屋 

地上２階 

精製建屋 

地上２階 

精製建屋 

地上３階 

精製建屋 

地上３階 

精製建屋 

地上４階 

精製建屋 

地上４階 

精製建屋 

地上５階 

精製建屋 

地上５階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下２階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下２階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上１階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上２階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地上２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 高レベル廃液ガラス固化建屋 
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機器名称 設置・保管場所 操作場所 

代替通話系統 地下４階 地下４階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下３階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下３階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上１階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地上２階 

可搬型通話装置 

制御建屋地上３階 

外部保管エリア 

前処理建屋 

地下４階～地上５階 

分離建屋 

地下２階～地上４階 

精製建屋 

地下３階～地上５階 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

地下２階～地上２階 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

地下４階～地上２階 

可搬型衛星電話（屋内用） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

地上１階，２階 

外部保管エリア 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 

緊急時対策建屋地下１階 

屋外 

制御建屋地上３階 

外部保管エリア 

制御建屋地上１階 

屋外 

可搬型トランシーバ（屋内

用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

地上１階，２階 

外部保管エリア 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 

緊急時対策建屋地下１階 

屋外 

制御建屋地下１階 

外部保管エリア 

制御建屋地上１階 

屋外 

可搬型衛星電話（屋外用） 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上１階 

外部保管エリア 
屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

制御建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

可搬型トランシーバ（屋外

用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上１階 

外部保管エリア 
屋外 

緊急時対策建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

制御建屋地下１階 

外部保管エリア 
屋外 

統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話 
緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ 
緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム 
緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

データ伝送設備 緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

ページング装置 制御建屋地下２階 

 

制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地上１階 緊急時対策建屋地上１階 
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機器名称 設置・保管場所 操作場所 

所内携帯電話 
低レベル廃棄物処理建屋地上３階 低レベル廃棄物処理建屋地上３階 

ユーティリティ建屋地下１階 ユーティリティ建屋地下１階

制御建屋地下１階 制御建屋地下１階 

緊急時対策所地上１階 緊急時対策所地上１階 

専用回線電話 
制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

一般加入電話 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

ファクシミリ 制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地上２階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

プロセスデータ伝送サーバ 
制御建屋地下１階 制御建屋地下１階 

放射線管理用計算機 
制御建屋地下１階 制御建屋地下１階 

環境中継サーバ 緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

総合防災盤 
制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

一般携帯電話 緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 

衛星携帯電話 
制御建屋地上１階 制御建屋地上１階 

緊急時対策建屋地下１階 緊急時対策建屋地下１階 
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第47-9表 想定する環境条件（外的事象） 

環境条件 対 応 

重大事故等時の環境

条件（温度，圧力，

湿度，放射線） 

蒸発乾固、水素爆発、使用済み燃料貯蔵槽等の冷却等の機能の喪失における温度、

圧力、湿度、放射線を考慮する。 

水素爆発時における温度・圧力を考慮する。 

地震 

機能喪失条件に基づく設計に含まれる。 

「地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づき、機能を損な

わない設計とする。 

津波 立地的要因により到達しない。 

風（台風） 風（台風）の荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

竜巻 竜巻の荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

凍結 凍結を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

高温 高温を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

降水 降水を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

積雪 
積雪の荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

手順（除雪）で対応する。 

落雷 落雷を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

火山の影響 

・降下火砕物による積載荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・フィルタの設置・手順（外気取り込みの停止，フィルタの清掃，交換）で対応

する。 

・予備や手順（除灰）で対応する。 

生物学的現象 生物学的事象を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

森林火災 
・森林火災を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。（防火帯内に設置） 

・手順（消防車による消火活動）により対応する。 

草原火災 手順（消防車による消火活動）により対応する。 
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塩害 
塩害を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・フィルタ設置 

干ばつ 使用条件に影響を与えない。 

湖若しくは川の水位

降下 
使用条件に影響を与えない。 

有毒ガス 
幹線道路及び船舶航路からの距離を考慮して設計した建屋内に設置する設計とす

る。（ウラン濃縮工場は公衆に対する影響が小さくなるよう設計されている。） 

敷地内における化学

物質の漏えい 

再処理施設の敷地内において化学物質を貯蔵する施設については、化学物質が漏

えいし難い設計としていることから影響を受けることはない。 

電磁的障害 電磁的障害により機能を損なわない設計とする。 

近隣工場等の火災 近隣工場棟からの距離を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

爆発 
ＭＯＸ燃料加工施設の高圧ガストレーラ庫を考慮し、離隔距離を確保した建屋内 

に設置する設計とする。 

航空機落下 

・航空機落下に対する防護を考慮して設計した建屋内に設置する。 

・緊急時対策建屋の重大事故等対処設備は制御建屋と位置的分散を考慮した緊急

時対策建屋に設置する設計とする。 

・可搬型で対応する。 
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第47-10表 想定する環境条件（内的事象） 

環境条件 対 応 

重大事故時の環境条

件（温度，圧力，湿

度，放射線） 

臨界、蒸発乾固、水素爆発、TBP等の錯体の急激な分解反応及び使用済み燃料貯蔵

槽等の冷却等の機能の喪失による温度、圧力、湿度、放射線を考慮する。 

水素爆発及びTBP等の錯体の急激な分解反応による温度・圧力を考慮する。 

地震 

第31条に基づく設計とする。 

内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 

津波 立地的要因により到達しない。 

風（台風） 風（台風）の風荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

竜巻 竜巻の風荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

凍結 凍結を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

高温 高温を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

降水 降水を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

積雪 

積雪による積載荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 

落雪 落雷を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

火山の影響 

・降下火砕物による積載荷重を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・フィルタの設置 

・手順（外気取り込みの停止，フィルタの清掃，交換）で対応する。 

内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 

生物学的事象 生物学的事象を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

森林火災 
内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 

草原火災 
内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 
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塩害 
塩害を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・フィルタ設置 

干ばつ 
内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 

湖若しくは川の水位

降下 

内的事象を要因とする重大事故等へ対処するための設備であることから該当しな

い。 

有毒ガス 
幹線道路及び船舶航路からの距離を考慮して設計した建屋内に設置する設計とす

る。（ウラン濃縮工場は公衆に対する影響が小さくなるよう設計されている。） 

敷地内における化学

物質の漏えい 

再処理施設の敷地内において化学物質を貯蔵する施設については、化学物質が漏

えいし難い設計としていることから影響を受けることはない。 

電磁的障害 電磁的障害により機能を損なわない設計とする。 

近隣工場等の火災 近隣工場等からの距離を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

爆発 
ＭＯＸ燃料加工施設の高圧ガストレーラ庫からの距離を考慮して設計した建屋内

に設置する設計とする。 

航空機落下 

・航空機落下に対する防護を考慮して設計した建屋内に設置する設計とする。 

・緊急時対策建屋の重大事故等対処設備は制御建屋と位置的分散を考慮した緊急

時対策建屋内に設置する設計とする。 

・可搬型で対応する。 
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第47-11表 操作対象機器 

機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

代替通話系統 端子接続 人力接続 

・前処理建屋内 

・分離建屋内 

・精製建屋内 

・ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋内 

・高レベル廃液ガラス固化建屋内 

可搬型通話装置 

― 運搬・設置 ・制御建屋内 

端子接続 人力接続 

・前処理建屋内 

・分離建屋内 

・精製建屋内 

・ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋内 

・高レベル廃液ガラス固化建屋内 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 

可搬型衛星電話（屋

内用） 

― 運搬・設置 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

可搬型トランシーバ

（屋内用） 

― 運搬・設置 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

可搬型衛星電話（屋

外用） 

― 運搬 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 ・屋外 

可搬型トランシーバ

（屋外用） 

― 運搬 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・屋外 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 ・屋外 

統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 ・緊急時対策建屋 

統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 ・緊急時対策建屋 

統合原子力防災ネッ

トワークＴＶ会議シ

ステム 

起動・停止 

（通信連絡） 
スイッチ操作 ・緊急時対策建屋 

データ伝送設備 切替 スイッチ操作 
・緊急時対策建屋 

 

ページング装置 
起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 
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機器名称 状態の変化 操作方法 操作場所 

所内携帯電話 

起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・前処理建屋 

・分離建屋 

・精製建屋 

・ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 

・高レベル廃液ガラス固化建屋 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・ユーティリティ建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

・非常用電源建屋 

専用回線電話 起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

一般加入電話 
起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

ファクシミリ 
起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 

プロセスデータ伝送

サーバ 
常時通信状態 ― ― 

放射線管理用計算機 常時通信状態 ― ― 

環境中継サーバ 
常時通信状態 ― ― 

総合防災盤 常時通信状態 ― ― 

一般携帯電話 起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・緊急時対策建屋 

衛星携帯電話 起動・停止 

（通信連絡） 
ボタン操作 

・制御建屋 

・緊急時対策建屋 
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第47-12表 試験検査 

設備 施設の状態 項目 内容 

代替通話系統 

可搬型通話装置 

運転中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

可搬型衛星電話 

（屋内用）, 

可搬型衛星電話 

（屋外用） 

運転中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

可搬型トランシー

バ（屋内用）, 

可搬型トランシー

バ（屋外用） 

運転中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電

話，統合原子力防災

ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子

力防災ネットワー

クＴＶ会議システ

ム 

運転中 

機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

データ伝送設備 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

ページング装置 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

所内携帯電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 
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設備 施設の状態 項目 内容 

専用回線電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

一般加入電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

ファクシミリ 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

プロセスデータ伝

送サーバ 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

放射線管理用計算

機 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

環境中継サーバ 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

総合防災盤 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

一般携帯電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 
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設備 施設の状態 項目 内容 

衛星携帯電話 

運転中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 
機能・性能検査 通信状態の確認 

外観検査 外観の確認 
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第
２

－
１

－
２
図

 
代

替
通
信
連

絡
設
備

の
単

線
結
線
図

（
緊

急
時

対
策

建
屋

）
 

6
.9
ｋ
Ｖ
緊
急
時
対
策
所
用

母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
運
転
予
備
用
主
母
線
か

ら
 

6
.9
ｋ
Ｖ
緊
急
時
対
策

所
用

母
線
 

緊 急 時 対 策 建 屋 用 
電 源 車 接 続 口 

6
.
9ｋ

Ｖ
常
用
主
母
線
か
ら
 

4
60
Ｖ
 

緊
急
時
対
策
所
用

母
線
 

 
Ｄ
／
Ｇ
 

緊 急 時 対 策 建 屋 用 電 源 車 

緊 急 時 対 策 建 屋 用 電 源 車 

緊 急 時 対 策 建 屋 用 

発 電 機 

 
Ｄ
／
Ｇ
 

緊 急 時 対 策 建 屋 用 

発 電 機 

緊 急 時 対 策 建 屋 用 

電 源 車 接 続 口 

代
替
通
信
連
絡
設
備
 

4
60
Ｖ
 

緊
急
時
対
策
所
用

母
線
 

4
60
Ｖ

 

緊
急

時
対

策
所

用
母

線
 

4
60
Ｖ

 

緊
急

時
対

策
所

用
母

線
 

（
建
屋
境
界
）
 

【
凡
例
】
 

 
 
 

遮
断
器

 

 
 
 

動
力
用
変
圧
器

 

接
続
口
 

可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル
 

電
源
ケ
ー
ブ
ル
（
常
設
）
 

統 合 原 子 力 防 災 

ネ ッ ト ワ ー ク Ｉ Ｐ 電 話 

統 合 原 子 力 防 災 

ネ ッ ト ワ ー ク Ｉ Ｐ ― Ｆ Ａ Ｘ 

統 合 原 子 力 防 災 ネ ッ ト 

ワ ー ク Ｔ Ｖ 会 議 シ ス テ ム 

デ ー タ 伝 送 設 備 

可 搬 型 衛 星 電 話 

（ 屋 内 用 ） 

可 搬 型 ト ラ ン シ ー バ 

（ 屋 内 用 ） 

そ
の
他
の
設
備
 

可 搬 型 ト ラ ン シ ー バ 

（ 屋 外 用 ） 

可 搬 型 衛 星 電 話 

（ 屋 外 用 ） ※
 

※
 

※
充
電
池
を
内
蔵
す
る
。

 

補2-1-3 152



 

使
用
済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建
屋

 

可
搬

型
計

測
ユ
ニ

ッ
ト

 

2
0
0
Ｖ

 

使
用
済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び

貯
蔵
施
設

可
搬

型
発

電
機

 
 Ｇ
 

可 搬 型 衛 星 電 話 （ 屋 内 用 ）

可 搬 型 ト ラ ン シ ー バ （ 屋 内 用 ）

第
２

－
１

－
３
図

 
代

替
通
信
連

絡
設
備

の
単

線
結
線
図

（
使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
）

（
建
屋
境
界
）
 

※
充
電
池
を
内
蔵
す
る
。

※
 

1
0
0
Ｖ

 

凡
例

：
接
続
口

：
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

：
代
替
通
信
連
絡
設
備

：
そ
の
他
の
設
備

可
搬
型
監

視
ユ
ニ

ッ
ト

 

可 搬 型 衛 星 電 話 （ 屋 外 用 ） 

可 搬 型 ト ラ ン シ ー バ （ 屋 外 用 ） 

※
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１
．
緊
急

時
対

策
建

屋
の

通
信

連
絡

を
行

う
た

め
に
必
要

な
設
備

（
１

／
３
）

【
再
処
理

事
業

所
内

の
通

信
連

絡
設
備
の

構
成

】


緊

急
時

対
策

建
屋

の
再

処
理
事
業

所
内
の

通
信

連
絡
設
備

は
，
以

下
の

機
器
で
構

成
さ

れ
て

お
り

，
緊

急
時

対
策

建
屋

内
に

保

管
し

て
お

く
こ

と
で

速
や

か
に
使

用
す
る

こ
と

が
で
き
る

。


可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
の

保
管
時

は
，
地
震
動
等

の
荷
重

が
生

じ
て
も
機

能
喪

失
し

な
い

よ
う

，
堅

牢
性

の
あ

る
収

納

箱
に

収
納

す
る

と
と

も
に

，
固
縛

，
落
下

物
防

護
等
の
措

置
を
講

ず
る

。

機
器

名
称

設
備

(イ
メ
ー
ジ

)
使

用
方

法
使

用
場

所
(範

囲
)

仕
様

・
可
搬
型
衛
星

電
話

（
屋
内
用
）
 

・
可
搬
型
衛
星

電
話

（
屋
外
用
）
 

端
末
の
電

源
を
投

入
し
，

通
話
を
行
う
。

制
御
建
屋

，
使
用

済
燃

料
受

入

れ
・
貯
蔵
建

屋
，
屋

外
各

所

↑ ↓ 
緊
急
時
対

策
建

屋

・
電

源
は

充
電

池
式

又
は

緊
急

時
対

策

建
屋

用
発

電
機

か
ら
給

電
可

能
で
あ

り
，
外

部
電

源
が

喪
失

し
た
場

合
で
も

使
用

可
能

で
あ
る
。

・
ハ

ン
ド
サ

イ
ズ
の

た
め
，
容

易
に
可

搬
す

る
こ
と
が

で
き
る
。

・
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ

（
屋
内
用
）
 

・
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ

（
屋
外
用
）

端
末
の
電

源
を
投

入
し
，

通
話
を
行
う
。

制
御
建
屋

，
使
用

済
燃

料
受

入

れ
・
貯
蔵
建

屋
，
屋

外
各

所

↑ ↓ 
緊
急
時
対

策
建

屋

・
電

源
は

充
電

池
式

又
は

緊
急

時
対

策

建
屋

用
発

電
機

か
ら
給

電
可

能
で
あ

り
，
外

部
電

源
が

喪
失

し
た
場

合
で
も

使
用

可
能

で
あ
る
。

・
ハ

ン
ド
サ

イ
ズ
の

た
め
，
容

易
に
可

搬
す

る
こ
と
が

出
来

る
。
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１
．
緊
急

時
対

策
建

屋
の

通
信

連
絡

を
行

う
た

め
に
必
要

な
設
備

（
２

／
３
）

 

【
再
処
理

事
業

所
外

へ
の

通
信

連
絡
設
備

の
構

成
】

 


 緊
急

時
対

策
建

屋
の

再
処

理
事
業

所
外
へ

の
通

信
連
絡
設

備
は

，
以
下

の
機
器
で

構
成

さ
れ

て
お

り
，
緊

急
時

対
策

建
屋

内
に

保
管

し
て

お
く

こ
と

で
速

や
か
に

使
用
す

る
こ

と
が
で
き

る
。

 


 可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備
の

保
管
時

は
，
地
震
動
等

の
荷
重

が
生

じ
て
も
機

能
喪

失
し

な
い

よ
う

，
堅

牢
性

の
あ

る
収

納

箱
に

収
納

す
る

と
と

も
に

，
固
縛

，
落
下

物
防

護
等
の
措

置
を
講

ず
る

。
 


 常

設
重

大
事

故
等

対
処

設
備

は
，

難
燃
仕

様
で

構
成
す
る

。
 

 
機

器
名

称
 

設
備

(イ
メ
ー
ジ

) 
使

用
方

法
 

使
用

場
所

(範
囲

) 
仕

様
 

統
合
原
子

力
防

災
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
接
続

す
る
設
備

 

 

統
合
原
子

力
防
災

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
回
線

を
使
用
し
て

相
互
通
信

を
行
う
。
音
声
又

は
映
像
通

信
に
て
連
絡
の

や
り
と
り
を
行
う
。

 

緊
急
時
対

策
建

屋
 

↑ ↓ 
再
処
理
事

業
所

外
 

・
電

源
は

緊
急

時
対

策
建

屋
用

発
電

機
か

ら
給

電
可

能
で
あ
り
，
外

部
電

源
が

喪
失

し
た
場

合
で
も
使

用
可

能
で
あ
る
。

 
・
平

常
時

に
お
い
て
使

用
し
て
い
る
設

備
を
継

続
し
て

使
用

す
る
た
め
，
容

易
に
操

作
す
る
こ
と
が

可
能

で
あ
る
。

 

デ
ー
タ
伝
送
設

備
 

 

統
合
原
子

力
防
災

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
使

用
し
て
デ
ー
タ

伝
送
を
行
う
。

 

緊
急
時
対

策
建

屋
 

↑ ↓ 
再
処
理
事

業
所

外
 

・
電

源
は

緊
急

時
対

策
建

屋
用

発
電

機
か

ら
給

電
可

能
で
あ
り
，
外

部
電

源
が

喪
失

し
た
場

合
で
も
使

用
可

能
で
あ
る
。

 
・
平

常
時

に
お
い
て
使

用
し
て
い
る
設

備
を
継

続
し
て

使
用

す
る
た
め
，
容

易
に
操

作
す
る
こ
と
が

可
能

で
あ
る
。

 

・
可
搬
型
衛
星

電
話

 
（
屋
内
用
）
 

・
可
搬
型
衛
星

電
話

 
（
屋
外
用
）
 

 

端
末
の
電

源
を
投

入
し
，

通
話
を
行
う
。

 

緊
急
時
対

策
建

屋
 

↑ ↓ 
再
処
理
事

業
所

外
 

・
電

源
は

充
電

池
式

又
は

緊
急

時
対

策
建

屋
用

発
電

機
か

ら
給

電
可

能
で
あ
り
，
外

部
電

源
が

喪
失

し
た

場
合

で
も
使

用
可

能
で
あ
る
。

 
・
ハ

ン
ド
サ

イ
ズ
の

た
め
，
容

易
に
可

搬
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

 

事
業
所
外
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１
．
緊
急

時
対

策
建

屋
の

通
信

連
絡

を
行

う
た

め
に
必
要

な
設
備

（
３

／
３
）

 


 緊

急
時

対
策

建
屋

に
は

，
再

処
理

事
業
所

外
の

必
要
な
箇

所
に
対

し
て

重
大
事
故

等
の

発
生

等
に

係
る

連
絡

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
よ

う
，

再
処

理
事

業
所
外

へ
の
通

信
連

絡
手
段
と

し
て
統

合
原

子
力
防
災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

回
線

（
有

線
回

線
・

衛
星

回
線

）
及

び
電

気
通

信
事

業
者
回

線
で
あ

る
衛

星
回
線
を

用
い
た

通
信

機
器
を
配

備
す

る
。
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２
．
制
御

建
屋

等
の

通
信

連
絡

を
行

う
た

め
に

必
要
な
設

備
（
１

／
３

）
 

【
再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
設
備

の
構
成
】

 


 
制
御
建
屋
等
の
再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
設
備
は
，
以
下
の
機
器
で
構
成
さ
れ
て
お
り
，
制
御
建
屋
等
内
に
可
搬
型
通
話
装
置
，
可

搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
，
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー

バ
（
屋
内
用
）
，
可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）
及

び
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
外

用
）
を
保
管
し
て
お
く
こ
と
に
よ
り
，
速
や
か
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 


 
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
の
保
管
時
は
，
地
震
動
等
の
荷
重
が
生
じ
て
も
機
能
喪
失
し
な
い
よ
う
，
堅
牢
性
の
あ
る
収
納
箱
に
収
納

す
る
と
と
も
に
，
固
縛
，
落
下
物
防
護
等
の
措
置
を
講
ず
る
。
 

機
器
名
称

 
設

備
(イ

メ
ー
ジ

) 
使

用
方
法

 
使

用
場
所

(範
囲

) 
仕

様
 

・
可
搬
型
通
話
装
置

 

 

代
替
通
話
系
統
と
端
末
を

 

接
続
し
，
通
話
を
行
う
。

 

屋
内
（
現
場
） 

↑
 

↓
 

屋
外
（
現
場
） 

・
電
源
は
乾
電
池
式
で
あ
り
，
外
部
電
源
が
喪

失
し
た
場
合
で
も
使
用
可
能
で
あ
る
。

 
・
片
手
で
も
持
ち
上
げ
ら
れ
る
程
度
の
重
量
で

あ
り
，
容
易
に
可
搬
す
る
こ
と
が
出
来
る
。

 

・
可
搬
型
衛
星
電
話

 

（
屋
内
用
） 

・
可
搬
型
衛
星
電
話

 

（
屋
外
用
） 

 

端
末
の
電
源
を
投
入
し
，

 
通
話
を
行
う
。

 

制
御
建
屋

 
↑ ↓ 

屋
内
及
び
屋
外
（
現
場
） 

・
電
源
は
充
電
池
式
又
は
制
御
建
屋
可
搬
型

発
電
機
か
ら
の
給
電
で
あ
り
，
外
部
電
源
が

喪
失
し
た
場
合
で
も
使
用
可
能
で
あ
る
。

 
・
ハ
ン
ド
サ
イ
ズ
の
た
め
，
容
易
に
可
搬
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

 

・
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ

 

（
屋
内
用
） 

・
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ

 
（
屋
外
用
） 

 

端
末
の
電
源
を
投
入
し
，

 
通
話
を
行
う
。

 

制
御
建
屋

 
↑ ↓ 

屋
内
及
び
屋
外
（
現
場
） 

・
電
源
は
充
電
池
式
又
は
制
御
建
屋
可
搬
型

発
電
機
か
ら
の
給
電
で
あ
り
，
外
部
電
源
が

喪
失
し
た
場
合
で
も
使
用
可
能
で
あ
る
。

 
・
ハ
ン
ド
サ
イ
ズ
の
た
め
，
容
易
に
可
搬
す
る
こ

と
が
出
来
る
。
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２
．
制
御

建
屋

等
の

通
信

連
絡

を
行

う
た

め
に

必
要
な
設

備
（
２

／
３

）


情

報
の

伝
達

手
段

概
要

図
（

再
処

理
事
業

所
内

）
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２
．
制
御

建
屋

等
の

通
信

連
絡

を
行

う
た

め
に

必
要
な
設

備
（
３

／
３

）
 

 【
再
処
理

事
業

所
外

へ
の

通
信

連
絡

設
備

の
構

成
】

 


 制

御
建

屋
等

の
再

処
理

事
業

所
外

へ
の
通

信
連

絡
設
備
は

，
以
下

の
機

器
で
構
成

さ
れ

て
お

り
，
制

御
建

屋
等

内
に

可
搬

型
衛

星
電

話
（

屋
外

用
）

を
保

管
し
て

お
く
こ

と
に

よ
り
，
速

や
か
に

使
用

す
る
こ
と

が
で

き
る

。
 


 可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設
備
の

保
管
時

は
，
地
震
動
等

の
荷
重

が
生

じ
て
も
機

能
喪

失
し

な
い

よ
う

，
堅

牢
性

の
あ

る
収

納

箱
に

収
納

す
る

と
と

も
に

，
固
縛

，
落
下

物
防

護
等
の
措

置
を
講

ず
る

。
 

 

機
器
名
称

 
設
備

(イ
メ
ー
ジ

) 
使

用
方

法
 

使
用

場
所

(範
囲

) 
仕
様

 

・
可
搬
型

衛
星
電

話
（
屋
外

用
）
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容量設定根拠

可搬型通話装置等の使用方法及び使用場所

 通常使用している所内の通信連絡設備が使用できない場合において，再処理事業所内又

は再処理事業所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うため，以下の代替通

信連絡設備を使用する。

○可搬型通話装置

制御建屋，各現場（屋内）及び外部保管エリアに保管する可搬型通話装置は，各現場（屋

内）に設置する代替通話系統と接続することにより，各現場（屋内）要員と各現場の突入口

付近に配置する屋外要員との間で必要な通信連絡を行うことができる設計とする。

 可搬型通話装置の必要台数は，実施組織の重大事故等が発生している建物に突入する建

屋内の作業要員数分であり，当該数量を考慮し台数を確保する。

○可搬型衛星電話（屋内用）

制御建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び外部保管エリアに保管する

可搬型衛星電話（屋内用）は，制御建屋，緊急時対策建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

内で使用できるよう準備することにより，制御建屋，緊急時対策建屋又は使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋内から屋外要員や再処理事業所外の必要な箇所，制御建屋，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋，緊急時対策建屋内間において必要な通信連絡を行うことができる設計とする。

 可搬型衛星電話（屋内用）の必要台数は，再処理事業所内の連絡用として制御建屋，緊急

時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内又は屋外で作業を行う各責任者や連絡要員等へ

１台ずつ割り当てられる台数であり，当該数量を考慮し台数を確保する。さらに，再処理事

業所外への連絡用として，緊急時対策建屋で対処する連絡要員用にも台数を確保する。

○可搬型トランシーバ（屋内用）

制御建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び外部保管エリアに保管する

可搬型トランシーバ（屋内用）は，制御建屋，緊急時対策建屋又は使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設内で使用できるよう準備することにより，制御建屋，緊急時対策建屋又は使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋から屋外要員や，制御建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋と緊急時

対策建屋間において必要な通信連絡を行うことができる設計とする。

可搬型トランシーバ（屋内用）の必要台数は，再処理事業所内の連絡用として制御建屋，

緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋又は屋外で作業を行う各責任者や連絡要員等

へ１台ずつ割り当てられる台数であり，当該数量を考慮し台数を確保する。
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○可搬型衛星電話（屋外用） 
制御建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び外部保管エリアに保管する

可搬型衛星電話（屋外用）は，屋外で使用できるよう準備することにより，屋外と制御建屋，

緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び再処理施設外の必要な箇所又は屋外間に

おいて必要な通信連絡を行うことができる設計とする。 
 可搬型衛星電話（屋外用）の必要台数は，再処理事業所内の連絡用として制御建屋，緊急

時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋又は屋外で作業を行う各責任者や連絡要員等へ 1
台ずつ割り当てられる台数であり，当該数量を考慮し台数を整備する。さらに，再処理事業

所外への連絡用として，制御建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及びで対処する連絡要員用

にも台数を確保する。 
 
 
○可搬型トランシーバ（屋外用） 
制御建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び外部保管エリアに保管する

可搬型トランシーバ（屋外用）は，屋外で使用できるよう準備することにより，屋外と制御

建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋又は屋外間において必要な通信連絡を

行うことができる設計とする。 
 可搬型衛星電話（屋外用）の必要台数は，再処理事業所内の連絡用として制御建屋，緊急

時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋又は屋外で作業を行う各責任者や連絡要員等へ１

台ずつ，建屋外対応要員へは要員数分を割り当てられる台数であり，当該数量を考慮し台数

を確保する。 
 
 可搬型衛星電話（屋内用）等を用いた再処理事業所内の通信連絡の概要について，第２－

８－１図に示す。 
 
 可搬型通話装置等について，概要に記載の考え方で台数を整備することから，充分な台数

を有している。 
重大事故等が発生した場合において使用する再処理事業所外への通信連絡設備が接続す

る通信回線は，第２－８－１表に示すとおり，十分な回線容量を有する設計とする。 
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第２－８－１表 再処理事業所外への通信連絡設備が接続する通信回線の回線容量 

通信回線種別 主要設備 回線容量 

通信事業者

回線 

衛星回線 

可搬型衛星電話（屋内用） 3 回線 

可搬型衛星電話（屋外用） 1 回線 

有線回線 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

5Mbps 
統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

データ伝送設備 

衛星回線 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

384kbps 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

データ伝送設備 

各容量については，今後の詳細設計により変更となる可能性がある。 
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過去のプラントパラメータ閲覧について

データ収集装置及び情報収集装置に収集されるプラントパラメータは，データ収集装

置で 10 日間分（20 秒周期）のデータを保存（自動収集）できる設計とする。 
データ収集装置及び情報収集装置に保存されたデータについては，緊急時対策建屋の

データ表示装置からウィルスチェックを行った外部記憶媒体（ＵＳＢフラッシュメモリ

等）へ保存できる設計とする。

設計基準事故又は重大事故等が発生した場合には，緊急時対策建屋において，プラン

トパラメータのウィルスチェックを行った外部記憶媒体へ保存し保管する手順を整備す

る。これにより，データ表示装置又は情報表示装置にて外部記憶媒体に保存されたプラ

ントパラメータの過去のデータを閲覧することができる設計とする。

また，データ表示装置又は情報表示装置にてプラントパラメータの監視も可能な設計

とする。第２－８－２表～第２－８－10 表に，監視できるパラメータを示す。当該パラ

メータは，データ伝送設備にて ERSS へ伝送できる設計とする。

概要を第２－８－２図に示す。

統合原子力防災ネットワーク（衛星系）

緊急時対策支援システム
（ERSS）

監視制御盤

緊急時対策建屋制御建屋

データ伝送設備

ERDS

データ収集
装置

再処理事業所外再処理事業所内

【凡例】

有線回線

無線回線たは衛星回線

プロセスデータ伝送サーバ

環境中継サーバ

総合防災盤

放射線監視盤

気象盤

環境監視盤

データ表示装置

情報収集装置
（緊急時対策所）

情報表示装置
（緊急時対策所）

可搬型情報収集装置
（計装設備）

現場（屋内）現場（屋外）

可搬型データ伝送装置
（監視測定設備）

第２－８－２図 過去のプラントパラメータ閲覧の概要
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第２－８－２表 データ表示装置にて確認できるパラメータ

前処理建屋の溶解槽の臨界事象時（１／４）

Ｎｏ 対象パラメータ

1 主排気筒 ガスモニタ A 系（低レンジ）

2 主排気筒 ガスモニタ B 系（低レンジ）

3 主排気筒 ガスモニタ A 系（中レンジ）

4 主排気筒 ガスモニタ B 系（中レンジ）

5 主排気筒 ガスモニタ A 系（高レンジ）

6 主排気筒 ガスモニタ B 系（高レンジ）

7 気象情報（A1 地点：風向）

8 気象情報（A2 地点：風向）

9 気象情報（A1 地点：風速）

10 気象情報（A2 地点：風速）

11 気象情報（A1 地点：大気安定度）

12 モニタリングポスト（MP-1）空間線量率モニタ（低レンジ）

13 モニタリングポスト（MP-1）空間線量率モニタ（高レンジ）

14 モニタリングポスト（MP-1）ダストモニタ（α計数率）

15 モニタリングポスト（MP-1）ダストモニタ（β計数率）

16 モニタリングポスト（MP-2）空間線量率モニタ（低レンジ）

17 モニタリングポスト（MP-2）空間線量率モニタ（高レンジ）

18 モニタリングポスト（MP-2）ダストモニタ（α計数率）

19 モニタリングポスト（MP-2）ダストモニタ（β計数率）

20 モニタリングポスト（MP-3）空間線量率モニタ（低レンジ）

21 モニタリングポスト（MP-3）空間線量率モニタ（高レンジ）

22 モニタリングポスト（MP-3）ダストモニタ（α計数率）

23 モニタリングポスト（MP-3）ダストモニタ（β計数率）

24 モニタリングポスト（MP-4）空間線量率モニタ（低レンジ）
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第２－８－２表 データ表示装置にて確認できるパラメータ

前処理建屋の溶解槽の臨界事象時（２／４）

Ｎｏ 対象パラメータ

25 モニタリングポスト（MP-4）空間線量率モニタ（高レンジ）

26 モニタリングポスト（MP-4）ダストモニタ（α計数率）

27 モニタリングポスト（MP-4）ダストモニタ（β計数率）

28 モニタリングポスト（MP-5）空間線量率モニタ（低レンジ）

29 モニタリングポスト（MP-5）空間線量率モニタ（高レンジ）

30 モニタリングポスト（MP-5）ダストモニタ（α計数率）

31 モニタリングポスト（MP-5）ダストモニタ（β計数率）

32 モニタリングポスト（MP-6）空間線量率モニタ（低レンジ）

33 モニタリングポスト（MP-6）空間線量率モニタ（高レンジ）

34 モニタリングポスト（MP-6）ダストモニタ（α計数率）

35 モニタリングポスト（MP-6）ダストモニタ（β計数率）

36 モニタリングポスト（MP-7）空間線量率モニタ（低レンジ）

37 モニタリングポスト（MP-7）空間線量率モニタ（高レンジ）

38 モニタリングポスト（MP-7）ダストモニタ（α計数率）

39 モニタリングポスト（MP-7）ダストモニタ（β計数率）

40 モニタリングポスト（MP-8）空間線量率モニタ（低レンジ）

41 モニタリングポスト（MP-8）空間線量率モニタ（高レンジ）

42 モニタリングポスト（MP-8）ダストモニタ（α計数率）

43 モニタリングポスト（MP-8）ダストモニタ（β計数率）

44 モニタリングポスト（MP-9）空間線量率モニタ（低レンジ）

45 モニタリングポスト（MP-9）空間線量率モニタ（高レンジ）

46 モニタリングポスト（MP-9）ダストモニタ（α計数率）

47 モニタリングポスト（MP-9）ダストモニタ（β計数率）

48 建屋負圧情報（代表室） 大気-G
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第２－８－２表 データ表示装置にて確認できるパラメータ 
前処理建屋の溶解槽の臨界事象時（３／４） 

Ｎｏ 対象パラメータ 
49 建屋負圧情報（代表室） 大気-Y 

50 建屋負圧情報（代表室） 大気-R 

51 エリアモニタ（γ線）（前処理建屋 1F 溶解槽 A セル近傍） 

52 エリアモニタ（γ線）（前処理建屋 2F せん断 A セル近傍） 

53 エリアモニタ（n 線）（前処理建屋 2F せん断 A セル近傍） 

54 エリアモニタ（γ線）（前処理建屋 1F 溶解槽 B セル近傍） 

55 エリアモニタ（γ線）（前処理建屋 2F せん断 B セル近傍） 

56 エリアモニタ（n 線）（前処理建屋 2F せん断 B セル近傍） 

57 せん断機 A 運転状態（燃料送り出し長さ指示値） 

58 せん断機 B 運転状態（燃料送り出し長さ指示値） 

59 溶解槽 A 放射線モニタ 

60 溶解槽 B 放射線モニタ 

61 溶解槽 A 液位（槽部液位） 

62 溶解槽 B 液位（槽部液位） 

63 溶解槽 A 密度 

64 溶解槽 B 密度 

65 溶解槽 A 圧力 

66 溶解槽 B 圧力 

67 溶解槽 A 温度 

68 溶解槽 B 温度 

69 可溶性中性子吸収材緊急供給系 A 弁の開閉状態（その 1） 

70 可溶性中性子吸収材緊急供給系 A 弁の開閉状態（その 2） 

71 可溶性中性子吸収材緊急供給系 B 弁の開閉状態（その 1） 

72 可溶性中性子吸収材緊急供給系 B 弁の開閉状態（その 2） 

73 可溶性中性子吸収材緊急供給系 液位 A 

74 可溶性中性子吸収材緊急供給系 液位 B 

75 建屋排風機風量 

76 溶解槽 A セル排風機風量 

77 溶解槽 B セル排風機風量 
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第２－８－２表 データ表示装置にて確認できるパラメータ 
前処理建屋の溶解槽の臨界事象時（４／４） 

Ｎｏ 対象パラメータ 
78 DOG 排風機風量 A 

79 DOG 排風機風量 B 

80 DOG 排風機風量 C 

81 第 1HEPA フィルター（DOG）差圧 A 

82 第 1HEPA フィルター（DOG）差圧 B 

83 第 1HEPA フィルター（DOG）差圧 C 

84 第 2HEPA フィルター（DOG）差圧 A 

85 第 2HEPA フィルター（DOG）差圧 B 

86 第 2HEPA フィルター（DOG）差圧 C 

87 廃ガス加熱器 A 出口廃ガス温度 

88 廃ガス加熱器 B 出口廃ガス温度 

89 廃ガス加熱器 C 出口廃ガス温度 

90 第 1 よう素フィルタ（DOG）差圧 A1 

91 第 1 よう素フィルタ（DOG）差圧 A2 

92 第 1 よう素フィルタ（DOG）差圧 B1 

93 第 1 よう素フィルタ（DOG）差圧 B2 

94 第 1 よう素フィルタ（DOG）差圧 C1 

95 第 1 よう素フィルタ（DOG）差圧 C2 

96 第 2 よう素フィルタ（DOG）差圧 A1 

97 第 2 よう素フィルタ（DOG）差圧 A2 

98 第 2 よう素フィルタ（DOG）差圧 B1 

99 第 2 よう素フィルタ（DOG）差圧 B2 

100 第 2 よう素フィルタ（DOG）差圧 C1 

101 第 2 よう素フィルタ（DOG）差圧 C2 

102 DOG 系 Kr モニタ 
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第２－８－３表 データ表示装置にて確認できるパラメータ 
精製建屋における有機溶媒火災時（１／２） 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 主排気筒 ガスモニタ A 系（中レンジ） 

2 主排気筒 ガスモニタ B 系（中レンジ） 

3 気象情報（A1 地点：風向） 

4 気象情報（A2 地点：風向） 

5 気象情報（A1 地点：風速） 

6 気象情報（A2 地点：風速） 

7 気象情報（A1 地点：大気安定度） 

8 モニタリングポスト（MP-1）空間線量率モニタ（低レンジ） 

9 モニタリングポスト（MP-1）空間線量率モニタ（高レンジ） 

10 モニタリングポスト（MP-1）ダストモニタ（α計数率） 

11 モニタリングポスト（MP-1）ダストモニタ（β計数率） 

12 モニタリングポスト（MP-2）空間線量率モニタ（低レンジ） 

13 モニタリングポスト（MP-2）空間線量率モニタ（高レンジ） 

14 モニタリングポスト（MP-2）ダストモニタ（α計数率） 

15 モニタリングポスト（MP-2）ダストモニタ（β計数率） 

16 モニタリングポスト（MP-3）空間線量率モニタ（低レンジ） 

17 モニタリングポスト（MP-3）空間線量率モニタ（高レンジ） 

18 モニタリングポスト（MP-3）ダストモニタ（α計数率） 

19 モニタリングポスト（MP-3）ダストモニタ（β計数率） 

20 モニタリングポスト（MP-4）空間線量率モニタ（低レンジ） 

21 モニタリングポスト（MP-4）空間線量率モニタ（高レンジ） 

22 モニタリングポスト（MP-4）ダストモニタ（α計数率） 

23 モニタリングポスト（MP-4）ダストモニタ（β計数率） 

24 モニタリングポスト（MP-5）空間線量率モニタ（低レンジ） 

25 モニタリングポスト（MP-5）空間線量率モニタ（高レンジ） 

26 モニタリングポスト（MP-5）ダストモニタ（α計数率） 

27 モニタリングポスト（MP-5）ダストモニタ（β計数率） 

28 モニタリングポスト（MP-6）空間線量率モニタ（低レンジ） 

29 モニタリングポスト（MP-6）空間線量率モニタ（高レンジ） 

30 モニタリングポスト（MP-6）ダストモニタ（α計数率） 
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第２－８－３表 データ表示装置にて確認できるパラメータ 
精製建屋における有機溶媒火災時（２／２） 

Ｎｏ 対象パラメータ 
31 モニタリングポスト（MP-6）ダストモニタ（β計数率） 

32 モニタリングポスト（MP-7）空間線量率モニタ（低レンジ） 

33 モニタリングポスト（MP-7）空間線量率モニタ（高レンジ） 

34 モニタリングポスト（MP-7）ダストモニタ（α計数率） 

35 モニタリングポスト（MP-7）ダストモニタ（β計数率） 

36 モニタリングポスト（MP-8）空間線量率モニタ（低レンジ） 

37 モニタリングポスト（MP-8）空間線量率モニタ（高レンジ） 

38 モニタリングポスト（MP-8）ダストモニタ（α計数率） 

39 モニタリングポスト（MP-8）ダストモニタ（β計数率） 

40 モニタリングポスト（MP-9）空間線量率モニタ（低レンジ） 

41 モニタリングポスト（MP-9）空間線量率モニタ（高レンジ） 

42 モニタリングポスト（MP-9）ダストモニタ（α計数率） 

43 モニタリングポスト（MP-9）ダストモニタ（β計数率） 

44 建屋負圧情報（代表室） 大気-G 

45 建屋負圧情報（代表室） 大気-Y 

46 建屋負圧情報（代表室） 大気-R 

47 Pu 精製塔セル漏えい受皿の液位 

48 精製塔セル運転状態（Pu 溶液供給槽液位） 

49 精製塔セル運転状態（精製建屋第 1 一時貯留処理槽） 

50 抽出塔 温度 

51 核分裂生成物洗浄塔 温度 

52 TBP 洗浄塔 温度 

53 逆抽出塔 温度 

54 ウラン洗浄塔 温度 

55 建屋排風機風量 

56 セル排風機風量 

57 VOG 排風機入口圧力 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（１／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 主排気筒 ガスモニタ A 系（低レンジ） 

2 主排気筒 ガスモニタ B 系（低レンジ） 

3 主排気筒 ガスモニタ A 系（中レンジ） 

4 主排気筒 ガスモニタ B 系（中レンジ） 

5 主排気筒 ガスモニタ A 系（高レンジ） 

6 主排気筒 ガスモニタ B 系（高レンジ） 

7 気象情報（A1 地点：風向） 

8 気象情報（A2 地点：風向） 

9 気象情報（A1 地点：風速） 

10 気象情報（A2 地点：風速） 

11 気象情報（A1 地点：大気安定度） 

12 モニタリングポスト（MP-1）空間線量率モニタ（低レンジ） 

13 モニタリングポスト（MP-1）空間線量率モニタ（高レンジ） 

14 モニタリングポスト（MP-1）ダストモニタ（α計数率） 

15 モニタリングポスト（MP-1）ダストモニタ（β計数率） 

16 モニタリングポスト（MP-2）空間線量率モニタ（低レンジ） 

17 モニタリングポスト（MP-2）空間線量率モニタ（高レンジ） 

18 モニタリングポスト（MP-2）ダストモニタ（α計数率） 

19 モニタリングポスト（MP-2）ダストモニタ（β計数率） 

20 モニタリングポスト（MP-3）空間線量率モニタ（低レンジ） 

21 モニタリングポスト（MP-3）空間線量率モニタ（高レンジ） 

22 モニタリングポスト（MP-3）ダストモニタ（α計数率） 

23 モニタリングポスト（MP-3）ダストモニタ（β計数率） 

24 モニタリングポスト（MP-4）空間線量率モニタ（低レンジ） 

25 モニタリングポスト（MP-4）空間線量率モニタ（高レンジ） 

26 モニタリングポスト（MP-4）ダストモニタ（α計数率） 

27 モニタリングポスト（MP-4）ダストモニタ（β計数率） 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（２／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 
28 モニタリングポスト（MP-5）空間線量率モニタ（低レンジ） 

29 モニタリングポスト（MP-5）空間線量率モニタ（高レンジ） 

30 モニタリングポスト（MP-5）ダストモニタ（α計数率） 

31 モニタリングポスト（MP-5）ダストモニタ（β計数率） 

32 モニタリングポスト（MP-6）空間線量率モニタ（低レンジ） 

33 モニタリングポスト（MP-6）空間線量率モニタ（高レンジ） 

34 モニタリングポスト（MP-6）ダストモニタ（α計数率） 

35 モニタリングポスト（MP-6）ダストモニタ（β計数率） 

36 モニタリングポスト（MP-7）空間線量率モニタ（低レンジ） 

37 モニタリングポスト（MP-7）空間線量率モニタ（高レンジ） 

38 モニタリングポスト（MP-7）ダストモニタ（α計数率） 

39 モニタリングポスト（MP-7）ダストモニタ（β計数率） 

40 モニタリングポスト（MP-8）空間線量率モニタ（低レンジ） 

41 モニタリングポスト（MP-8）空間線量率モニタ（高レンジ） 

42 モニタリングポスト（MP-8）ダストモニタ（α計数率） 

43 モニタリングポスト（MP-8）ダストモニタ（β計数率） 

44 モニタリングポスト（MP-9）空間線量率モニタ（低レンジ） 

45 モニタリングポスト（MP-9）空間線量率モニタ（高レンジ） 

46 モニタリングポスト（MP-9）ダストモニタ（α計数率） 

47 モニタリングポスト（MP-9）ダストモニタ（β計数率） 

48 北換気筒β線ガスモニタ（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）A 

49 北換気筒β線ガスモニタ（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）B 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（３／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 
50 高レベル廃液ガラス固化建屋 シャフトモニタ A 

51 第 1 ガラス固化体貯蔵建屋 シャフトモニタ A 

52 第 1 放出前貯槽 排水モニタ A 
53 第 1 放出前貯槽 排水モニタ B 
54 前処理建屋 塔槽類廃ガス処理設備排風機 A 回転数警報 

55 前処理建屋 塔槽類廃ガス処理設備排風機 B 回転数警報 

56 前処理建屋 DOG 排風機 A 回転数警報 

57 前処理建屋 DOG 排風機 B 回転数警報 

58 前処理建屋 DOG 排風機 C 回転数警報 

59 前処理建屋 塔槽類廃ガス処理設備圧力 A 警報 

60 前処理建屋 塔槽類廃ガス処理設備圧力 B 警報 

61 溶解槽 A 圧力 A 警報 

62 溶解槽 A 圧力 B 警報 

63 溶解槽 B 圧力 A 警報 

64 溶解槽 B 圧力 B 警報 

65 前処理建屋 セル排風機風量 

66 前処理建屋 溶解槽セル A 排風機風量 

67 前処理建屋 溶解槽セル B 排風機風量 

68 前処理建屋 建屋排風機風量 

69 前処理建屋負圧情報（代表室） 大気-G 

70 前処理建屋負圧情報（代表室） 大気-Y 

71 前処理建屋負圧情報（代表室） 大気-R その 1 

72 前処理建屋負圧情報（代表室） 大気-R その 2 

73 前処理建屋負圧情報（代表室） 大気-R その 3 

74 分離建屋 塔槽類廃ガス処理設備排風機 A 回転数警報 

75 分離建屋 塔槽類廃ガス処理設備排風機 B 回転数警報 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（４／８）

Ｎｏ 対象パラメータ

76 分離建屋 パルセータ廃ガス処理設備排風機 A 回転数警報

77 分離建屋 パルセータ廃ガス処理設備排風機 B 回転数警報

78 分離建屋 塔槽類廃ガス処理設備圧力 A 警報

79 分離建屋 塔槽類廃ガス処理設備圧力 B 警報

80 分離建屋 セル排風機風量

81 分離建屋 建屋排風機風量 

82 分離建屋負圧情報（代表室） 大気-G
83 分離建屋負圧情報（代表室） 大気-Y
84 分離建屋負圧情報（代表室）G-R その 1
85 分離建屋負圧情報（代表室）G-R その 2
86 精製建屋 塔槽類廃ガス処理設備排風機 A 回転数警報

87 精製建屋 塔槽類廃ガス処理設備排風機 B 回転数警報

88 精製建屋 パルセータ廃ガス処理設備排風機 A 回転数警報

89 精製建屋 パルセータ廃ガス処理設備排風機 B 回転数警報

90 精製建屋 塔槽類廃ガス処理設備 1 圧力 A 警報

91 精製建屋 塔槽類廃ガス処理設備 1 圧力 B 警報

92 精製建屋 塔槽類廃ガス処理設備 2 圧力 A 警報

93 精製建屋 塔槽類廃ガス処理設備 2 圧力 B 警報

94 精製建屋 セル排風機風量

95 精製建屋 建屋排風機風量 

96 精製建屋負圧情報（代表室） 大気-G
97 精製建屋負圧情報（代表室） 大気-Y
98 精製建屋負圧情報（代表室） 大気-R

99
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス処理設備第 1 排風機

差圧警報

100
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス処理設備第 2 排風機 A
差圧警報
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（５／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 

101 
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス処理設備第 2 排風機 B 

差圧警報 

102 
ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス処理設備第 2 排風機 C 

差圧警報 

103 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス処理設備圧力 A 警報 

104 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 塔槽類廃ガス処理設備圧力 B 警報 

105 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 セル排風機風量 

106 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 建屋排風機風量 

107 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋負圧情報（代表室） 大気-G 

108 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋負圧情報（代表室） 大気-Y 

109 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋負圧情報（代表室） 大気-R 

110 
高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 1 排風機 A 回転

数警報 

111 
高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 1 排風機 B 回転

数警報 

112 
高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 2 排風機 A 回転

数警報 

113 
高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 2 排風機 B 回転

数警報 

114 高レベル廃液ガラス固化建屋 MOG 第 1 排風機 A 回転数警報 

115 高レベル廃液ガラス固化建屋 MOG 第 1 排風機 B 回転数警報 

116 高レベル廃液ガラス固化建屋 MOG 第 2 排風機 A 回転数警報 

117 高レベル廃液ガラス固化建屋 MOG 第 2 排風機 B 回転数警報 

118 高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 1 圧力 A 警報 

119 高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 1 圧力 B 警報 

120 高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 2 圧力 A 警報 

121 高レベル廃液ガラス固化建屋 塔槽類廃ガス処理設備 2 圧力 B 警報 

122 ガラス溶融炉 A 気相圧力 A 警報 

123 ガラス溶融炉 A 気相圧力 B 警報 

124 ガラス溶融炉 B 気相圧力 A 警報 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（６／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 
125 ガラス溶融炉 B 気相圧力 B 警報 

126 高レベル廃液ガラス固化建屋 セル排風機風量 

127 高レベル廃液ガラス固化建屋 建屋排風機風量 

128 高レベル廃液ガラス固化建屋 固化セル排風機風量 A 

129 高レベル廃液ガラス固化建屋 固化セル排風機風量 B 

130 高レベル廃液ガラス固化建屋負圧情報（代表室） 大気-G 

131 高レベル廃液ガラス固化建屋負圧情報（代表室） 大気-Y 

132 高レベル廃液ガラス固化建屋負圧情報（代表室） 大気-R 

133 高レベル廃液ガラス固化建屋 固化セル負圧 A 

134 高レベル廃液ガラス固化建屋 固化セル負圧 B 

135 前処理建屋 安全冷却水 A 流量（外部ループ） 

136 前処理建屋 安全冷却水 B 流量（外部ループ） 

137 前処理建屋 安全冷却水 1A 流量 

138 前処理建屋 安全冷却水 1B 流量 

139 前処理建屋 安全冷却水 2 流量 

140 分離建屋 安全冷却水 1A 流量 

141 分離建屋 安全冷却水 1B 流量 

142 分離建屋 安全冷却水 2 流量 

143 精製建屋 安全冷却水 A 流量 

144 精製建屋 安全冷却水 B 流量 

145 精製建屋 安全冷却水 C 流量 

146 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 安全冷却水 A 流量 

147 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 安全冷却水 B 流量 

148 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 安全冷却水 A 流量 

149 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 安全冷却水 B 流量 

150 高レベル廃液ガラス固化建屋 第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 流量 

151 高レベル廃液ガラス固化建屋 第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 流量 

152 高レベル廃液ガラス固化建屋 第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 流量 

153 高レベル廃液ガラス固化建屋 第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 流量 

154 高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷却水 A 系 流量 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（７／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 
155 高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷却水 B 系 流量 

156 高レベル廃液ガラス固化建屋 高レベル廃液共用貯槽冷却水 A 流量 

157 高レベル廃液ガラス固化建屋 高レベル廃液共用貯槽冷却水 B 流量 

158 高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷却水 1A 流量 

159 高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷却水 1B 流量 

160 高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷水 A 流量 

161 高レベル廃液ガラス固化建屋 安全冷水 B 流量 

162 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 プール水冷却系 A 流量 

163 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 プール水冷却系 B 流量 

164 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 地下 2 階第 1 貯蔵室 排気風量 

165 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 地下 2 階第 2 貯蔵室 排気風量 

166 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 地下 4 階第 1 貯蔵室 排気風量 

167 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 地下 4 階第 2 貯蔵室 排気風量 

168 溶解槽 A γ線線量 A 警報 

169 溶解槽 A γ線線量 B 警報 

170 溶解槽 B γ線線量 A 警報 

171 溶解槽 B γ線線量 B 警報 

172 前処理建屋 臨界警報 A 

173 前処理建屋 臨界警報 B 

174 分離建屋 臨界警報 

175 精製建屋 臨界警報 A 

176 精製建屋 臨界警報 B 

177 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 臨界警報 A 

178 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 臨界警報 B 

179 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 臨界警報 C 

180 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 臨界警報 D 

181 水素掃気用空気貯槽圧力 A 警報 

182 水素掃気用空気貯槽圧力 B 警報 

183 前処理建屋 火災報 

184 分離建屋 火災報 
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第２－８－４表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（８／８） 
 

Ｎｏ 対象パラメータ 
185 精製建屋 火災報 

186 分析建屋 火災報 

187 制御建屋 火災報 

188 主排気筒管理建屋 火災報 

189 試薬建屋 火災報 

190 ウラン脱硝建屋 火災報 

191 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 火災報 

192 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 火災報 

193 低レベル廃棄物処理建屋 火災報 

194 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 火災報 

195 使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋 火災報 

196 非常用電源建屋 火災報 

197 高レベル廃液ガラス固化建屋 火災報 

198 第 1 非常用 DG A しゃ断器 

199 第 1 非常用 DG B しゃ断器 

200 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋非常用母線 A 電圧（RS 相） 

201 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋非常用母線 B 電圧（RS 相） 

202 第 2 非常用 DG A しゃ断器 

203 第 2 非常用 DG B しゃ断器 

204 非常用主母線 A 電圧（RS 相） 

205 非常用主母線 B 電圧（RS 相） 

 
  

補2-8-19 217



第２－８－５表 データ表示装置及び情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
臨界事故の拡大の防止対策 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 放射線レベル 

2 廃ガス貯留槽圧力 

3 廃ガス貯留槽入口流量 

4 廃ガス貯留槽放射線レベル 

5 溶解槽圧力 

6 廃ガス洗浄塔入口圧力 
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第２－８－６表 データ表示装置及び情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
冷却機能の喪失による蒸発乾固の対策 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 貯槽等温度 

2 冷却コイル通水流量 

3 内部ループ通水流量 

4 貯槽等液位 

5 貯槽等注水流量 

6 凝縮器出口排気温度 

7 セル導出ユニットフィルタ差圧 

8 代替セル排気系フィルタ差圧 

9 凝縮水回収セル液位 

10 凝縮水槽液位 

11 セル導出経路圧力 

12 導出先セル圧力 

13 排水線量 

14 凝縮器通水流量 

15 建屋給水流量 
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第２－８－７表 データ表示装置及び情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
放射線分解により発生する水素による爆発の対策 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 圧縮空気自動供給貯槽圧力 

2 貯槽掃気圧縮空気流量 

3 圧縮空気自動供給ユニット圧力 

4 機器圧縮空気自動供給ユニット圧力 

5 水素掃気系統圧縮空気の圧力 

6 かくはん系統圧縮空気圧力 

7 セル導出ユニット流量 

8 貯槽等水素濃度 

9 セル導出ユニットフィルタ差圧 

10 代替セル排気系フィルタ差圧 

11 セル導出経路圧力 

12 導出先セル圧力 

13 貯槽等温度 
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第２－８－８表 データ表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
有機溶媒等による火災又は爆発の対策 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 プルトニウム濃縮缶供給槽液位 

2 供給槽ゲデオン流量 

3 プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度 

4 プルトニウム濃縮缶圧力 

5 プルトニウム濃縮缶気相部温度 

6 プルトニウム濃縮缶液相部温度 

7 廃ガス貯留槽圧力 

8 廃ガス貯留槽入口流量 

9 廃ガス洗浄塔入口圧力 
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第２－８－９表 データ表示装置及び情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
使用済燃料貯蔵槽の冷却等の対策 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 燃料貯蔵プール等水位 

2 燃料貯蔵プール等水温 

3 代替注水設備流量 

4 スプレイ設備流量 

5 燃料貯蔵プール等空間線量率 
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第２－８－10 表 データ表示装置及び情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための対策

Ｎｏ 対象パラメータ

1 燃料貯蔵プール等空間線量率 

2 建屋内線量率 
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第２－８－11表 情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／１） 
重大事故等への対処に必要となる水の供給対策 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 貯水槽水位 
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第２－８－12表 情報表示装置にて確認できるパラメータ（１／３） 
監視測定設備 

Ｎｏ 対象パラメータ 
1 可搬型排気モニタリング設備 可搬型ガスモニタ 

2 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） １ 

3 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） １ 

4 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） １ 

5 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） １ 

6 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ２ 

7 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ２ 

8 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ２ 

9 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ２ 

10 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ３ 

11 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ３ 

12 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ３ 

13 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ３ 

14 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ４ 

15 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ４ 

16 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ４ 

17 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ４ 
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第２－８－13表 情報表示装置にて確認できるパラメータ（２／３） 
監視測定設備 

Ｎｏ 対象パラメータ 

18 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ５ 

19 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ５ 

20 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ５ 

21 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ５ 

22 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ６ 

23 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ６ 

24 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ６ 

25 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ６ 

26 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ７ 

27 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ７ 

28 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ７ 

29 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ７ 

30 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ８ 

31 
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ８ 

32 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ８ 

33 
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ８ 
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第２－８－14表 情報表示装置にて確認できるパラメータ（３／３）

監視測定設備

Ｎｏ 対象パラメータ

34
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（NaI（Tl）シンチレーション検出器） ９ 

35
可搬型環境モニタリング設備 可搬型線量計 

（電離箱式又は半導体検出器） ９ 

36
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（ZnS（Ag）シンチレーション式検出器） ９ 

37
可搬型環境モニタリング設備 ダスト モニタ 

（プラスチックシンチレーション式検出器） ９ 

38 可搬型気象観測設備 風向風速計 

39 可搬型気象観測設備 日射計 

40 可搬型気象観測設備 放射収支計 

41 可搬型気象観測設備 雨量計 
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設備操作及び切替に関する説明書

補2-10-1 232



 

・
写
真
に
つ
い
て
は
，
一
部
イ
メ
ー
ジ
を
含
む
。

第
２
－

10
－
１
図
 
制
御
建
屋
等
の
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
 
操
作
概
要
図

 

①
可
搬
型
ト
ラ

ン
シ
ー

バ

通
話
ボ
タ
ン
操
作

電
源
ス
イ
ッ

チ
操
作

一
般

の
携
帯

電
話
と
同
様
の
操
作

【
凡
 
例
】

①
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
内
用

），
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
外
用
）

②
可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用

），
可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）

③
可
搬
型
通
話
装
置

②
可

搬
型

衛
星
電

話

②
可
搬
型
通
話
装
置

通
話

ス
イ
ッ

チ
操
作
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・
写
真
に
つ
い
て
は
，
一
部
イ
メ
ー

ジ
を
含
む
。

第
２
－

10
－
２
図
 
緊
急
時
対
策
建
屋
の
通
信
連
絡
を
行
う
た
め
に
必
要
な
設
備
 
操
作
概
要
図

 

③
TV

会
議

シ
ス

テ
ム

電
源
ス
イ
ッ
チ
操
作

一
般
の
電
話
機
及
び

FA
X
と

同
様

の
操

作
 

【
凡
 
例
】

 
①

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

IP
電
話

②
統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

IP
－

FA
X

③
統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

TV
会
議
シ
ス
テ
ム

④
デ
ー
タ
伝
送
設
備

⑤
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（

屋
内
用
），

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
外
用

） 
⑥

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用

），
可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）

④
デ
ー
タ
伝
送
設
備

①
IP

電
話

一
般

の
コ
ン

ピ
ュ
ー

タ
と
同
様
の
操
作

②
IP

－
FA

X
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

電
源

ス
イ
ッ

チ
操
作

 

通
話

ボ
タ
ン

操
作

 

一
般
の
携
帯
電
話
と
同
様
の
操
作

 

⑤
可

搬
型

ト
ラ
ン

シ
ー
バ

 
⑥

可
搬
型
衛
星
電
話
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系統図 
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第
２
－
1
1
－
１
図
 
通
信
連
絡
設
備
の
系
統
概
要
図
 

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・貯
蔵

建
屋

緊
急

時
対

策
建

屋

再
処

理
事

業
所

外
再

処
理

事
業

所

　
【凡

例
】

：通
信

の
流

れ

：デ
ー
タ
の

流
れ

※
1：

国
の

緊
急

時
対

策
支

援
シ
ス
テ
ム

再
処

理
事

業
所

内
再

処
理

事
業

所
外

ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置

所
内
携
帯
電
話

専
用
回
線
電
話

一
般
加
入
電
話

衛
星
携
帯
電
話

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

環
境
中
継
サ
ー
バ

一
般
携
帯
電
話

デ
ー
タ
伝
送
設
備

統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
（Ｉ
Ｐ
電
話
，
ＩＰ
－
Ｆ
Ａ
Ｘ
，
Ｔ
Ｖ

会
議
シ
ス
テ
ム
）

ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置

所
内
携
帯
電
話

専
用
回
線
電
話

一
般
加
入
電
話

衛
星
携
帯
電
話

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

プ
ロ
セ
ス
デ
ー
タ
伝
送
サ
ー
バ

総
合
防
災
盤

放
射
線
管
理
用
計
算
機

ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置

所
内
携
帯
電
話

専
用
回
線
電
話

ペ
ー
ジ
ン
グ
装
置

所
内
携
帯
電
話

そ
の
他
関
係
箇
所

自
治
体
（青

森
県
等
）

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー

（E
R

S
S
※

1 原
子
力

規
制
委
員
会
）

緊
急
時
対
応
セ
ン
タ
ー

（原
子
力
規
制
委
員
会
）

オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

一
般
加
入
電
話

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

制
御

建
屋

現
場

（屋
内

及
び
屋

外
）
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再
処
理
施
設

　
【凡

例
】

再
処
理
事
業
所
内

再
処
理
事
業
所
外

通 信 事 業 者 回 線

（ 衛 星 無 線 通 信 回 線 ）

（ 衛 星 系 ）

通 信 事 業 者 回 線

（ 統 合 原 子 力 防 災

ネ ッ ト ワ ー ク ）

（ 衛 星 系 ）

通 信 事 業 者 回 線

（ 統 合 原 子 力 防 災

ネ ッ ト ワ ー ク ）

（ 有 線 系 ）

制
御

建
屋

可
搬
型

通
話
装

置

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

緊
急

時
対
策

建
屋

統
合
原

子
力
防

災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

に
接

続
す
る
通

信
連

絡
設
備

ＩＰ
電

話

ＩＰ
－

Ｆ
Ａ
Ｘ

Ｔ
Ｖ
会

議
シ
ス
テ
ム

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

現
場

（
屋
外

）

現
場

（
屋
内

）

可
搬
型

通
話
装

置

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
外
用

）

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー
バ

（屋
外
用

）

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー
バ

（屋
内
用

）

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー

バ

（屋
内
用

）

デ
ー
タ
伝

送
設

備
情

報
収

集
装
置

情
報
表

示
装
置

可
搬
型

情
報
収
集

装
置

可
搬
型

情
報
収

集
装
置

可
搬
型

情
報
表

示
装
置

可
搬
型

デ
ー
タ

伝
送
装

置

可
搬
型

デ
ー
タ
表

示
装

置

有
線
回

線

衛
星
回

線

無
線
回

線

通
信
・デ

ー
タ

の
流
れ

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー

バ

（屋
内
用

）

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー

バ

（屋
内
用

）

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
外
用

）

使
用
済

燃
料
受

入
れ

・

貯
蔵
建

屋

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー

バ

（屋
内
用

）

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー

バ

（屋
内
用

）

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

代
替
通

話
系
統

可
搬
型

情
報
表

示
装
置

第
２
－
1
1
－
２
図
 
代
替
通
信
連
絡
設
備
の
系
統
概
要

図
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現
場

（
屋

内
）

制
御

建
屋

等

現
場

（
屋

外
）

緊
急

時
対

策
建

屋

【凡
例
】

制
御

建
屋

，
使

用
済

燃
料

受
入

れ
・
貯

蔵
建

屋

可
搬
型
通
話
装
置

可
搬
型
衛
星
電
話
（屋

内
用

），
可
搬
型
衛
星
電
話
（屋

外
用

）
可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（屋

内
用

），
可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（屋

外
用

）

ア
ン
テ
ナ

衛
星

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー
バ

（屋
内
用

）

可
搬
型

通
話
装
置

可
搬
型
衛
星
電
話

（屋
内
用

）

ア
ン
テ
ナ

可
搬
型
衛
星
電
話

（屋
外
用

）
可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー
バ

（屋
外
用

）

可
搬
型

通
話
装

置

可
搬
型

ト
ラ
ン
シ
ー

バ
（屋

内
用

）
可

搬
型

衛
星
電

話
（屋

内
用

）

可
搬
型

通
話
装

置
代

替
通

話
系
統

第
２
－
1
1
－
３
図
 
再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
設
備
の
概
要
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制
御

建
屋

，

使
用

済
燃
料

受
入

れ
・
貯
蔵

建
屋

緊
急

時
対
策

建
屋

　
【凡

例
】

：
通
信
事
業
者
回
線
（衛

星
回
線
）

現
場
（屋

外
）

衛
星

可
般
型
衛
星
電
話
（屋

内
用

）

可
般
型
衛
星
電
話
（屋

外
用

）

可
般
型
衛
星
電
話
（屋

内
用

）

第
２
－
1
1
－
４
図
 
制
御

建
屋
等
及
び
緊
急
時
対
策
建
屋
並
び
に
現
場
（
屋
外
）
に
お
け
る

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内

用
）
等
の
概
要
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再
処
理
事
業
所

制
御
建
屋

可
搬
型
衛
星
電
話

（屋
内
用

）

社
内
（青

森
，
東
京
等

）

可
搬
型
衛
星
電
話

通 信 事 業 者 回 線

（ 衛 星 無 線 通 信 回 線 ）

（ 衛 星 系 ）

　
【通

信
の
流
れ
】 衛
星
回
線

緊
急
時
対
策
建
屋

可
搬
型
衛
星
電
話

（屋
外
用

）

第
２
－
1
1
－
５
図
 
再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡
設
備
（
社
内
関
係
箇
所
）
の
概
要
（
１
／
２
）
 

補2-11-6 241



再
処
理

事
業
所

緊
急
時

対
策
建

屋

制
御
建

屋

衛
星
携

帯
電
話

所
内
携

帯
電
話

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

一
般
加

入
電
話

一
般
携

帯
電
話

衛
星
携

帯
電
話

所
内
携

帯
電
話

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

一
般
加

入
電
話

社
内
（青

森
，
東

京
等

）

衛
星
携

帯
電
話

所
内
携

帯
電
話

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

一
般
携

帯
電
話

通 信 事 業 者 回 線

（ 衛 星 無 線 通 信 回 線 ）

（ 衛 星 系 ）

電 話 交 換 機

電 話 交 換 機

社 内 通 信 用 回 線

（ 有 線 系 ）

通 信 事 業 者 回 線

（ 有 線 お よ び 無 線 系 ）

電 話 交 換 機 　
【通

信
の
流
れ
】 有
線
回

線

無
線
又

は
衛

星

回
線

第
２
－
1
1
－
６
図
 
再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
連
絡
設
備
（
社
内
関
係
箇
所
）
の
概
要
（
２
／
２
）
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通 信 事 業 者 回 線

（ 衛 星 無 線 通 信 回 線 ）

（ 衛 星 系 ）

通 信 事 業 者 回 線

（ 有 線 お よ び 無 線 系 ）

オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

一
般
加
入
電
話

衛
星
電
話

国
（原

子
力
規
制
委
員
会
等
）
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般
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入
電
話

衛
星
電
話

　
【通

信
の
流
れ
】 有

線
回
線

衛
星
回
線

再
処
理

事
業
所

制
御
建

屋

可
搬
型

衛
星
電

話

（屋
内
用

）

緊
急
時
対

策
建

屋

可
搬
型
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星
電

話

（屋
外
用

）

第
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の
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要
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再
処
理

事
業
所

国
（原

子
力
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制
委
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等
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話
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Ｖ
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シ
ス
テ
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ＩＰ
－
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ＩＰ
電

話

Ｔ
Ｖ
会

議
シ
ス
テ
ム

ＩＰ
－

Ｆ
Ａ
Ｘ

通 信 事 業 者 回 線

（ 統 合 原 子 力 防 災 ネ ッ ト ワ ー ク ）

（ 有 線 系 ）

通 信 事 業 者 回 線

（ 衛 星 無 線 通 信 回 線 ）

（ 衛 星 系 ）

緊
急
時

対
策
建

屋

オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー

　
【通

信
の
流
れ
】 有

線
回

線

衛
星
回

線

第
２
－
1
1
－
８
図
 
再
処
理
事
業
所
外
へ
の
通
信
設
備
（
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所
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の
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要
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／
３
）
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（ 衛 星 系 ）
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通 信 事 業 者 回 線

（ 有 線 お よ び 無 線 系 ）

地
方
公

共
団
体

（青
森
県

，
六
ヶ
所

村
等

） フ
ァ
ク
シ
ミ
リ

一
般
加

入
電
話

一
般
加

入
電
話

　
【通

信
の
流
れ
】 有
線
回

線

無
線
又

は
衛

星

回
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試験検査
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○再処理事業所内の通信設備の試験検査

再処理事業所内の通信設備における試験検査は、第２－12－１表のとおり

である。再処理事業所内の通信設備の概要を第２－12－１図に示す。 

第２－12－１表 通信設備（事業所内）における試験検査 

施設の状態 項目 内容 

運転中 

機能・性能検査 
通話通信の確認 

（乾電池交換、充電池充電） 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 
通話通信の確認 

（乾電池交換、充電池充電） 

外観検査 外観の確認 

第２－12－１図 再処理事業所内の通信設備の概要 

現場
（屋内）

制御建屋等

現場
（屋外）

緊急時対策建屋

【凡例】

制御建屋，使用済燃料の受入れ
施設及び貯蔵施設の制御室

可搬型通話装置
可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）
可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型トランシーバ（屋外用）
再処理事業所内の通信設備
再処理事業所内の通信設備（再処理事業所外への通信設備と共用）

アンテナ

衛星

可搬型トランシーバ
（屋内用）

可搬型
通話装置

可搬型衛星電話
（屋内用）

アンテナ

可搬型衛星電話
（屋外用）

可搬型トランシーバ
（屋外用）

可搬型
通話装置

可搬型トランシーバ
（屋内用）

可搬型衛星電話
（屋内用）

可搬型トランシーバ
（屋外用）

可搬型トランシーバ
（屋内用）

衛星電話設備
（屋外アンテナ）

可搬型衛星電話
（屋内用）

可搬型衛星電話
（屋外用）

可搬型
通話装置
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可搬型通話装置の試験検査 

【試験構成】 

現場【屋内】

【再処理事業所】

可搬型通話装置の端末 可搬型通話装置の端末

現場【屋外】

代替通話系統

※試験区間：屋内(可搬型通話装置) ～ 屋外（可搬型通話装置）

※乾電池は定期的に交換する

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－２図 可搬型通話装置 試験検査構成 
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可搬型トランシーバ（屋外用）の試験検査 

【試験構成】 

可般型トランシーバ

（屋外用）

【現場】屋外

可般型トランシーバ

（屋外用）

【現場】屋外

【再処理事業所】

※試験区間：屋外(可搬型トランシーバ) ～ 屋外（可搬型トランシーバ） 

※充電池を定期的に充電する

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－３図 可搬型トランシーバ（屋外用） 試験検査構成 
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可搬型トランシーバ（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）の試験

検査 

【試験構成】 

可般型トランシーバ

（屋外用）

【現場】屋外

可般型トランシーバ

（屋内用）

【現場】屋内

【再処理事業所】

※試験区間：屋外(可搬型トランシーバ) ～ 屋内（可搬型トランシーバ） 

※充電池を定期的に充電する

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－４図 可搬型トランシーバ（屋外用）－（屋内用） 

試験検査構成 

可搬型衛星電話（屋内用）の試験検査 

補2-12-5 254



【試験構成】 

可搬型衛星電話

（屋内用）
可搬型衛星電話

（屋内用）

緊急時対策建屋

【再処理事業所】

制御建屋

アンテナアンテナ

衛星

※試験区間：制御建屋(可搬型衛星電話) ～ 緊急時対策建屋(可搬型衛

星電話） 

※充電池を定期的に充電する

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－５図 可搬型衛星電話（屋内用） 試験検査構成 
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可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）の試験検査 

【試験構成】 

可搬型衛星電話

（屋外用）

可搬型衛星電話

（屋内用）

緊急時対策建屋【再処理事業所】

屋外

アンテナ

衛星

※試験区間：屋外(可搬型衛星電話） ～ 緊急時対策建屋(可搬型衛星電

話)

※充電池を定期的に充電する

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－６図 可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外

用） 試験検査構成 
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可搬型衛星電話（屋外用）の試験検査 

【試験構成】 

可般型衛星電話

（屋外用）

【現場】屋外

衛星

【現場】屋外

可般型衛星電話

（屋外用）

※試験区間：屋外(可搬型衛星電話) ～ 屋外(可搬型衛星電話）

※充電池を定期的に充電する

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－７図 可搬型衛星電話（屋外用） 試験検査構成 
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○再処理事業所外への通信設備の試験検査

再処理事業所外への通信設備における試験検査は、第２－12－２表のとお

りである。再処理事業所外への通信設備の概要を第２－12－８図に示す。 

第 12－２表 再処理事業所外への通信設備における試験検査 

施設の状態 項目 内容 

運転中 

機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

再処理事業所 国（原子力規制委員会等）

ＩＰ電話

ＴＶ会議システム

ＩＰ－ＦＡＸ

ＩＰ電話

ＴＶ会議システム

ＩＰ－ＦＡＸ

ＩＰ電話

ＴＶ会議システム

ＩＰ－ＦＡＸ

通
信
事
業
者
回
線

（統
合
原
子
力
防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

（有
線
系
）

通
信
事
業
者
回
線

（衛
星
無
線
通
信
回
線
）

（衛
星
系
）

緊急時対策建屋

オフサイトセンター

　【通信の流れ】

有線回線

衛星回線

第２－12－８図 再処理事業所外への通信設備の概要 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話の試験検査 
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【試験構成】 

【原子力規制委員会】緊急時対策建屋

アンテナアンテナ

衛星

衛星回線

緊急時対策所

ＩＰ電話

有線回線

ＩＰ電話

※試験区間：緊急時対策所 ～ 原子力規制委員会

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－９図 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 試験検査構成 
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統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸの試験検査 

【試験構成】 

ＩＰ－ＦＡＸ

【原子力規制委員会】緊急時対策建屋

アンテナアンテナ

衛星

衛星回線

緊急時対策所

有線回線

ＩＰ－ＦＡＸ

※試験区間：緊急時対策所 ～ 原子力規制委員会

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－10図 統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 試験検査

構成 
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統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムの試験検査 

【試験構成】 

【原子力規制委員会】緊急時対策建屋

アンテナアンテナ

衛星

（衛星系回線）

緊急時対策所

ＴＶ会議

システム

（有線系回線）

ＴＶ会議

システム

※試験区間：緊急時対策所 ～ 原子力規制委員会

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－11図 統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 試験

検査構成 
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○データ伝送設備の試験検査

データ伝送設備における試験検査は、第２－12－3 表のとおりである。デ

ータ伝送設備の概要を第２－12－12 図に示す。 

第２－12－3表 データ伝送設備における試験検査 

施設の状態 項目 内容 

運転中 

機能・性能検査 データ通信の確認 

外観検査 外観の確認 

停止中 

機能・性能検査 データ通信の確認 

外観検査 外観の確認 

統合原子力防災ネットワーク（衛星系）

緊急時対策支援システム
（ERSS）

第２－12－12図 データ伝送設備の概要 

データ伝送設備の試験検査 
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【試験構成】 

緊急時対策建屋

【再処理事業所】

制御建屋

有線回線

情報収集装置

（緊急時対策所）

情報表示装置

（緊急時対策所）

情報把握計装設備

（制御室）

可搬型データ表示装置

（監視測定設備）

可搬型情報表示装置

（制御室）
【再処理事業所】

現場（屋内）

情報把握計装設備

（制御室）

【再処理事業所】

現場（屋外）

可搬型データ伝送装置

（監視測定設備）

無線または衛星回線

データ伝送設備

（通信連絡設備）

【凡例】

※試験区間：現場（屋外） ～ 緊急時対策建屋，制御建屋

・写真については、一部イメージを含む。

第２－12－13図 データ伝送設備 試験検査構成 
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乾電池又は充電池による代替通信連絡設備への給電について

１．基本的な考え方

代替通信連絡設備の可搬型重大事故等対処設備については，乾電池又は充電池を用いる

ことにより外部電源が喪失した場合においても使用できる設計とする。

 可搬型重大事故等対処設備の電源は，可搬型重大事故等対処設備の使用頻度を踏まえ，対

処に使用する期間においても使用できることを基本とする。

２．給電方式の整理

 代替通信連絡設備の可搬型重大事故等対処設備のうち，電源が必要な設備の給電方式を

表２－13－１に整理する。

第２－13－１表 電源が必要な可搬型重大事故等対処設備

通信先 可搬型重大事故等対処設備 給電方式 

再処理事業

所内 

可搬型通話装置 乾電池 

可搬型衛星電話（屋内用） 

充電池 

制御建屋可搬型発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機 

緊急時対策建屋用発電機 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

充電池 

制御建屋可搬型発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機 

緊急時対策建屋用発電機 

可搬型衛星電話（屋外用） 充電池 

可搬型トランシーバ（屋外用） 充電池 

再処理事業

所外 

可搬型衛星電話（屋内用） 緊急時対策建屋用発電機 

可搬型衛星電話（屋外用） 充電池 
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（１）給電方式の概要

ａ．乾電池

以下の設備の電源は，乾電池として汎用の乾電池を電源として用いる設備であり，乾電

池を交換することにより継続使用が可能な設備である。

・可搬型通話装置

ｂ．充電池

以下の設備の電源は，充電池として，機器に備え付けの充電池又は汎用の充電池を電源

として用いる設備であり，枯渇した場合は充電池の交換及び充電をすることにより，継続

使用が可能な設備である。

・可搬型衛星電話（屋内用）

・可搬型トランシーバ（屋内用）

・可搬型衛星電話（屋外用）

・可搬型トランシーバ（屋外用）

なお，充電池の残容量が減少した場合は，c 項の可搬型発電機にて充電することにより，

継続使用することが可能である。

ｃ．発電機

以下の設備の電源は，制御建屋可搬型発電機，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可

搬型発電機，緊急時対策建屋用発電機を電源として用いる設備であり, 当該発電機からの

給電を受ける前は各設備の充電池で動作し，当該発電機による給電以降は，接続系統を切

り替えることにより，継続使用が可能な設備である。

なお，当該発電機は，可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）の

充電池の充電にも使用する。

・可搬型衛星電話（屋内用）

・可搬型トランシーバ（屋内用）

３．可搬型重大事故等対処設備への給電の継続性の整理

ａ．考慮事項

・可搬型重大事故等対処設備への給電は，通信連絡を行う期間，電源が枯渇することのな

いこと。

ｂ．継続性の整理

  可搬型重大事故等対処設備への給電の継続性について，第２－13－２表にまとめた。
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第
２
－
13
－
２
表
 

可
搬

型
重
大
事

故
等
対

処
設

備
へ
の

給
電

の
継

続
性

 

通
信
種
別
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

使
用
場
所
 

給
電
方
式
 

給
電
可
能
時
間
 

継
続
す
る
た
め
の
措
置
 

再
処
理
事

業
所
内
の

通
信
設
備
 

可
搬
型
通
話
装
置
 

前
処
理
建
屋
 

分
離
建
屋
 

精
製
建
屋
 

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
 

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
 

乾
電
池
 

7
日
間
以
上
 

乾
電
池
の
交
換
を
す
る
こ
と
な
く
７
日
間
以
上
の
使
用
が
可

能
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
対
処
の
期
間
に
お
い
て
電
源

が
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
い
。
 

乾
電
池
は
，
定
期
的
に
交
換
を
実
施
す
る
こ
と
で
，
左
記
の

給
電
可
能
時
間
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
。
 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
 

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ

施
設
及
び
貯
蔵
施
設
可

搬
型
発
電
機
 

－
 

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
可
搬
型
発
電
機
 

か
ら
の
給
電
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し
て
の
給
電
を
継
続
す

る
。
な
お
，
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
貯
蔵
建
屋
に
設
置
す
る

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
は
，
当
該
発
電
機
か
ら
の
給

電
開
始
以
降
に
使
用
す
る
た
め
，
充
電
池
に
よ
る
代
替
電
源

の
措
置
は
不
要
で
あ
る
。
 

制
御
建
屋
 

充
電
池
 

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電

機
 

1
1時

間
以
上
 

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
か
ら
受
電
さ
れ
る
ま
で
の
期
間

(1

1
時
間
)を

充
電
池
に
て
給
電
し
，
そ
れ
以
降
は
当
該
発
電
機

か
ら
の
給
電
に
切
り
替
え
る
こ
と
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し

て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
 

充
電
池
の
残
量
は
，
使
用
の
都
度
，
充
電
池
の
ラ
ン
プ
表
示

に
て
確
認
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
は
，
定
期
的
に
充
電
す
る
こ
と
で
，
左
記
の
給
電
可

能
時
間
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
。
 

緊
急
時
対
策
建
屋
 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発

電
機
 

－
 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発
電
機
か
ら
の
給
電
に
よ
り
，
代
替
電

源
と
し
て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
な
お
，
緊
急
時
対
策
建
屋

に
設
置
す
る
可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
は
，
当
該
発
電

機
か
ら
の
給
電
開
始
以
降
に
使
用
す
る
た
め
，
充
電
池
に
よ

る
代
替
電
源
の
措
置
は
不
要
で
あ
る
。
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通
信
種
別
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

使
用
場
所
 

給
電
方
式
 

給
電
可
能
時
間
 

継
続
す
る
た
め
の
措
置
 

再
処
理
事

業
所
内
の

通
信
設
備
 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
内

用
）
 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
 

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ

施
設
及
び
貯
蔵
施
設
可

搬
型
発
電
機
 

 

－
 

使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設
可
搬
型
発
電
機
 

か
ら
の
給
電
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し
て
の
給
電
を
継
続
す

る
。
な
お
，
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
貯
蔵
建
屋
に
設
置
す
る

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
は
，
当
該
発
電
機
か
ら
の
給

電
開
始
以
降
に
使
用
す
る
た
め
，
充
電
池
に
よ
る
代
替
電
源

の
措
置
は
不
要
で
あ
る
。
 

制
御
建
屋
 

充
電
池
 

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電

機
 

1
1時

間
以
上
 

制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
か
ら
受
電
さ
れ
る
ま
で
の
期
間

(1

1
時
間
)を

充
電
池
に
て
給
電
し
，
そ
れ
以
降
は
当
該
発
電
機

か
ら
の
給
電
に
切
り
替
え
る
こ
と
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し

て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
 

充
電
池
の
残
量
は
，
使
用
の
都
度
，
充
電
池
の
ラ
ン
プ
表
示

に
て
確
認
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
は
，
定
期
的
に
充
電
す
る
こ
と
で
，
左
記
の
給
電
可

能
時
間
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
。
 

緊
急
時
対
策
建
屋
 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発

電
機
 

－
 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発
電
機
か
ら
の
給
電
に
よ
り
，
代
替
電

源
と
し
て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
な
お
，
緊
急
時
対
策
建
屋

に
設
置
す
る
可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
内
用
）
は
，
当
該

発
電
機
の
給
電
が
開
始
さ
れ
て
か
ら
使
用
す
る
た
め
，
充
電

池
に
よ
る
代
替
電
源
の
措
置
は
不
要
で
あ
る
。
 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）
 

屋
外
 

充
電
池
 

1
0時

間
 

予
備
の
充
電
池
と
交
換
す
る
こ
と
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し

て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
ま
た
，
予
備
の
充
電
池
に
交
換
し

た
際
は
，
交
換
前
の
充
電
池
を
制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
等

に
て
充
電
す
る
こ
と
に
よ
り
，
継
続
使
用
が
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
の
残
量
は
，
使
用
の
都
度
，
端
末
の
表
示
画
面
に
て

確
認
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
は
，
定
期
的
に
充
電
す
る
こ
と
で
，
左
記
の
給
電
可

能
時
間
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
。
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通
信
種
別
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

使
用
場
所
 

給
電
方
式
 

給
電
可
能
時
間
 

継
続
す
る
た
め
の
措
置
 

再
処
理
事

業
所
内
の

通
信
設
備
 

可
搬
型
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
（
屋
外

用
）
 

屋
外
 

充
電
池
 

1
0時

間
 

予
備
の
充
電
池
と
交
換
す
る
こ
と
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し

て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
ま
た
，
予
備
の
充
電
池
に
交
換
し

た
際
は
，
交
換
前
の
充
電
池
を
制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
等

に
て
充
電
す
る
こ
と
に
よ
り
，
継
続
使
用
が
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
の
残
量
は
，
使
用
の
都
度
，
端
末
の
表
示
画
面
に
て

確
認
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
は
，
定
期
的
に
充
電
す
る
こ
と
で
，
左
記
の
給
電
可

能
時
間
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
。
 

再
処
理
事

業
所
外
の

通
信
設
備
 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
 

緊
急
時
対
策
建
屋
 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発

電
機
 

－
 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発
電
機
か
ら
の
給
電
に
よ
り
，
代
替
電

源
と
し
て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
な
お
，
緊
急
時
対
策
建
屋

に
設
置
す
る
可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
内
用
）
は
，
当
該
発
電

機
か
ら
の
給
電
開
始
以
降
に
設
置
す
る
た
め
，
充
電
池
に
よ

る
代
替
電
源
の
措
置
は
不
要
で
あ
る
。
 

可
搬
型
衛
星
電
話
（
屋
外
用
）
 

制
御
建
屋
 

充
電
池
 

1
0時

間
 

予
備
の
充
電
池
と
交
換
す
る
こ
と
に
よ
り
，
代
替
電
源
と
し

て
の
給
電
を
継
続
す
る
。
ま
た
，
予
備
の
充
電
池
に
交
換
し

た
際
は
，
交
換
前
の
充
電
池
を
制
御
建
屋
可
搬
型
発
電
機
等

に
て
充
電
す
る
こ
と
に
よ
り
，
継
続
使
用
が
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
の
残
量
は
，
使
用
の
都
度
，
端
末
の
表
示
画
面
に
て

確
認
可
能
で
あ
る
。
 

充
電
池
は
，
定
期
的
に
充
電
す
る
こ
と
で
，
左
記
の
給
電
可

能
時
間
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
。
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